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横手市水道ビジョン

水道事業ビジョンの策定にあたって
　本市では、平成19年に策定した「横手市水道ビジョ

ン～横手市水道事業目標～」を水道事業の基本計画

として位置付け、その施策に基づきこれまで水道事業

を進めてきました。しかし、現在の水需要は、少子化と

雇用環境の低迷による人口の減少、節水機器の普及

などによって減少傾向にあり、給水収益も同様の状況

を示しております。

　また、東日本大震災をはじめとした震災の頻発によ

り基幹施設や管路網の耐震化、とりわけ脆弱な樹脂

系管路の改良更新に対する財源確保が大きな課題と

なっています。人材面では、従事する職員の技術力や

専門知識などをいかにして引き継いでいくのか、いわゆる「技術の継承」という大きな課題も

あります。

　このような状況は、同規模の市町村の共通の課題と捉えており、周辺市町村との連携も視

野に入れ、将来的にも持続可能な水道事業体を共に目指していかなければならないと考えて

います。

　そこで、将来にわたって市民の皆様へ安全で安心できる水道水を持続的に供給し、健全な

水道事業の経営を実現するため、新たな「水道事業ビジョン」として「未来につなぐ　横手の

水道」を策定しました。

　計画の策定にあたっては、より良い水道のあり方を考えるとともに横手市の水道が中長期

的に抱える可能性が高い課題を見つけ出し、その解決策を探ることを目的に、水道部門の全

職員が主体的に検討を重ね、取りまとめたものです。計画期間は10年間とし、様々な指標によ

る事業の見える化と課題の絞り込みを図り、市民の皆様に出来る限り分かりやすいものにな

る様に心掛けております。

　今後とも水道が市民の皆様、社会経済活動に欠かせないライフラインであることを十分に

認識しながら、個別施策の実現のもとで横手市水道の理想像の実現に職員一丸となって取り

組んでいきたいと考えております。
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第１章

横手市水道事業ビジョンの策定体制
1-1　ビジョンを策定する意義

1-2　職員の参加によるビジョンの策定

　本市では、市町村合併の直後（平

成19年度）に地域水道ビジョン「横

手市水道ビジョン」を策定し、これ

に基づいて、計画的に水道事業の

改善のための各種施策を展開して

きました。しかし、平成23年に発生

した東日本大震災の教訓や人口減

少の顕在化などにより、水道事業

を取り巻く環境は前回のビジョン

策定時と比較すると大きく変化し

てきています。

　具体的には、人口減少による給水水量の減少・使用料収入の減少、老朽化施設の更新需要

への対応、さらには自然災害等への危機管理対策の強化等が求められています。

　このような経緯から前回作成した横手市地域水道ビジョンを改定し、市民生活や経済活動

を支えてきた水道の恩恵を今後も享受できるように、新たな水道事業ビジョンを策定するこ

とにしました。水道事業ビジョンの策定作業を通じ、横手市水道事業の50年後、100年後の

目指すべき姿を明確にするとともに現在直面している課題とその対応策、各種施策の優先度

等を明確にしていきます。

　目指すべき姿を明確にし、それに向けて水道をとりまく各種の施策を戦略的に進めていく

ための道標になることが、横手市水道事業ビジョンの役割です。

　水道事業ビジョンの最も重要な役割は「地域水道ビジョン作成の手引き（厚生労働省）」前文

にあるように、「水道事業者が自らの事業の現状と将来見通しを分析・評価した上で、目指すべ

き将来像を描き、その実現のための方策等を示す」ことです。このためには、水道事業の将来を

図1-1　横手市水道事業ビジョンの位置付
ワークショップの様子(安全の専門部会)

　ＰＩとは、水道事業の現状を定量的に把握できる日本水道協会の規格で、水道事業ガイドラインとも
呼ばれています。現在「安心」「安定」「持続」「環境」「管理」「国際」に分類された138の指標が定めら
れています。
　アセットマネジメントとは、一般的には資産管理として訳されます。水道では施設のライフサイクルを
中長期的に管理する活動のことを言い、具体的には、施設の調査によって状態を確認し、その老朽度や
施設重要度に応じて財政根拠の持った更新計画を立案することです。
　計画給水人口101人以上5,000人以下の水道事業を簡易水道事業と言いますが、簡水統合とは上水
道事業に簡易水道を統合する、もしくは簡易水道同士を接続して効率化していくことです。

担う職員が自ら参加し、事業の将来の

姿を考え共有することこそが大切で

あると考え、策定にあたっては現状の

整理や将来の推計等の数値分析等の

重要性を意識しながらも、水道部門の

職員内部での認識の共有や議論に時

間を十分にかけ、組織全体として認識

を共有することを重視して策定作業

を行っております。

＊１

＊２
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1-3　ビジョン策定体制

1-4　ビジョンの愛称と目標期間　具体的には、市の水道部門の職員やお客様センターの職員で専門部会を構成し、ワーク

ショップの手法（多様な立場での課題や意見を収集し、意思決定過程を共有するためにその

場での実際の議論や意見交換をしながら見解をまとめていくこと）で、作業を行いました。ま

た、職員が分担して現状分析や横手市水道事業の歴史的経緯等の情報収集を行い、とりまと

めた内容について議論を重ねることで「職員が参加して手作り」で策定するビジョンを目指し

ました。

　ビジョンの愛称は、奥羽山系の伏流水や湧水、雄物川や横手川という恵

まれた水源を活かしながら、安全・安心な横手の水を将来も絶やすことな

く安定して給水し続け、お客さまに愛される水道事業でありたいという思

いのもと決定しております。
　本市水道事業では、望ましい水道の姿を「水質基準に適合した水が、必要な量・いつでも・

どこでも・誰でも・合理的な対価をもって・持続的に受け取ることが可能な水道」であると考

えています。そのことから、ビジョンの策定体制を考える際には水道水の安全の確保を「安

全」、供給体制の持続的確保を「持続」、確実な給水の確保を「強靭」と捉え、それぞれの専門

部会で個別の方針設定、現状把握・認識、施策等の活動を組み上げてビジョンの素案を作成

しました。

　この素案を「水道事業ビジョン策定委員会」が審査し、水道事業ビジョンの原案として作成

しています。なお、策定委員会は外部策定委員4名・内部策定委員4名としています。

ビジョンの愛称

目標期間

「未来につなぐ横手の水道」

平成28年度から平成37年度まで
(10年間)

図 1-2　横手市水道事業ビジョンの策定体制

　本市水道事業は、平成17年の市町村合併以降、施設更新・施設統廃合期

という新たなステージに突入し、これらの事業の推進と、一方では経営の

効率化を図ってきました。

　今後とも環境の変化に対応しながら事業を推進し、次世代に引き継ぎ、

50年後、100年後においても水道事業を持続できるようにする必要があり

ます。

　本ビジョンの目標期間を平成28年度から37年度までの10年間とし、こ

の期間にやるべき具体的施策を評価・検証しながら着実に実行します。
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1-5　横手市の水道の理想像 1-6　ワークショップ（WS）の経緯

　本市水道事業ビジョンでは、その理想像「未来につなぐ横手の水道」を実現するため、安

全な水道・持続する水道・強靭な水道の3つの視点からその「ありたい姿・あるべき姿」を

明確にしています。

　この「ありたい姿・あるべき姿」を実現するための具体的な方策を９項目にとりまとめ、そ

の実現に向けて挑戦し続けます。

　「未来につなぐ横手の水道」は本市水道事業の現状や市民アンケートを踏まえ、今後の水

道事業の克服すべき課題や目指すべき方向性を定めていくものです。その課題や方向性は、

水道事業に直接携わっている職員自身が日々感じていることでもあり、今後も水道部門の職

員自身が直面し解決しなければならない課題です。

　そのため、専門部会では職員自ら課題を抽出することが大事だと考え、ワークショップを通

じて水道事業の目指す方向性について検討を重ねました。ワークショップは、水道部門の職

員とお客様センターの職員が参加し、持続・強靭・安全の部門に分かれ開催しました。

　平成26年度のワークショップは、それぞれの部門の「真の課題」を探り出すことを目的とし、

水道事業の理想像や現在の水道事業運営を脅かすリスク等について、多様な意見を拾い上

げることから始めました。活動は10月から始まり、意見の抽出や相反する意見についての議

論を重ね、12月にかけて合計4回のワークショップを開催しました。

　平成27年度のワークショップは「真の課題」の克服に向けた実行目標をどのような方策で

達成するのかについて各専門部会で話し合うと同時に、「真の課題」について専門部会を横断

して共有する活動を行いました。ワークショップ活動で出された多くの意見をカテゴリー分

けして精査することによって、実行目標を達成するための「誰が・いつまでに・どのくらいの費

用で・何をするのか」という様に具体的な個別施策として決定しました。

図 1-3　ワークショップ活動の経緯
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第 2 章

横手市の概要

2-1　行政

2-2　地勢

　豊かな自然と実りに恵まれた横手は、

古代から多くの先住民が暮らしてきま

した。東北有数の広さを持つ横手盆地は、

古くから稲作が盛んでした。

　11世紀には「後三年合戦」が起こり、今

も当時の史跡や伝説が各地に残り、語り

伝えられています。その後、中世から近

世にかけては、軍事上重要な城が築か

れ、交通の要衝として繁栄してきました

図2-1　横手市の地勢

横手市民の水源　横手川上流部

横手市が、戦国時代は稲庭を拠点とした小野寺氏の本城が置かれ、城下町として横手市の現在の外

観が形成されたといわれています。

　関ヶ原の合戦以降、小野寺氏が排斥され、江戸時代に仙北３郡とともに佐竹領となりまし

たが、幕府からの「一国一城令」の命により久保田藩（佐竹藩）は、藩内での支城等の破却を進

めました。しかし、南部の横手は北部の大館とともに特例として持ち城が置かれることとなり、

これ以降、横手市は県南の交通･ 経済の中心としてその役割を果たしています。

　明治22年の町村制施行時点では、平鹿郡は

横手町をはじめとする26町村で構成されてい

ましたが、その後編入合併や分離が繰り返され、

昭和26年に、横手町を中心とする平鹿郡の1町

2村が合併して旧横手市が発足しました。

　昭和30年4月1日には十文字町・大雄村・雄

物川町・増田町が、昭和31年1月25日には大森

町、昭和31年9月20日には平鹿町が発足したの

ち、いわゆる平成の大合併の際平成17年10月1

日に、横手市・増田町・平鹿町・雄物川町・大森町・

十文字町・山内村・大雄村が対等合併して、秋田

県第2の都市となる現在の横手市が形成されま

した。

　本市は秋田県最長の雄物川の流域に発達した、水の恵みに彩られたまちです。江戸時代に

横手を訪れた紀行家の菅江真澄は、川の氾濫を防ぐため集落の横手に築いた「横手堤」が地

名の語源ではないかと書き残しています。冬の豪雪は春には豊富な雪解け水となって田畑を

潤し、人々の暮らしを支えてきました。多量の雪は人が生活するにはわずらわしく感じますが、

反面、横手市の環境にうるおいをもたらす貴重な水資源、雪文化を育む源となっています。

横手城模擬天守（展望台）

　その様な気候風土を生み出すのが東の

奥羽山脈、西の出羽丘陵に囲まれた盆地

状の地形と言われております。気候は、一

日の気温較差が大きく風はあまり強くな

いという特徴があり、典型的な積雪寒冷地

帯で、昭和49年には積雪250cm を越す豪

雪を記録しています。その盆地は「横手盆

地」と言われ、本市はその中央に位置し東

西に約45㎞、南北に約35㎞に広がり総面

積は693.04㎞2で秋田県の約6.0％を占め

ています。
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2-3　産業
　秋田県景況ダイジェスト（平成26年11月）によれば、個人消費や雇用情勢は緩やかに持ち

直している中で足踏みがみられ、施設投資の指標でもある住宅建設は前年を下回っています。

企業業績、生産活動も弱い動きであり、引き続き秋田県の経済は厳しい状況でもあります。

　その様な中、本市の産業動向の特徴を見てみると第一次～第三次産業の純生産額のうち、

第三次産業の占める割合が全体の6割程度と多くなっており、その粗算出額の総額は300億

円前後で推移しています。

　一方で、商業の動向を見てみると平成9年の年間商品販売額3,130億円に対して平成19年

においては2,212億円となっており、年額ベースで大幅な減少傾向が続いています。さらに工

業動向は、平成20年から平成22年までの出荷額はそれぞれ1,315億円、984億円、1,389億

円となっています。

改修された横手駅

交通の要衝　横手IC

　奥羽山系に源を発する成瀬川と皆瀬川

が合流した雄物川及び横手川が貫流し、豊

かな水と肥沃な土壌により国内有数の穀

倉地帯を形成するとともに美しい田園風

景を醸し出しています。土地利用について

は耕地が178㎞2、森林が375㎞2、宅地25

㎞2であり、県内の平均値（可住地面積割

合）と比較してみても耕地（田畑）と宅地に

よる平坦地が多くなっております。

川に親しむ活動（市立横手南小学校）

　本市の産業は就業人口ベースでは稲

作を中心とした農業が基幹となってお

りますが、生産額や販売額ベースでは商

業・工業に依存した地方都市です。

　交通アクセスの状況ですが、鉄道は、

地域内にJR 奥羽本線と北上線が通り、

大曲駅を経由して秋田新幹線で約3時間

40分、北上駅を経由して東北新幹線では

約4時間10分で首都東京と結ばれてい

ます。さらに道路網は、国道13号と国道

107号が地域内で交差し、平成9年には

秋田自動車道が東北自動車道と接続され、秋田市、北上市ともに45分で結んでいます。さらに

は、横手ジャンクションを介して湯沢横手道路( 将来、東北中央自動車道) が秋田自動車道と

交差しているほか、国道342号と397号が東に走り岩手県一関市、奥州市方面と結ばれており、

本地域は県下でも有数の交通の要衝でもあり、商業・工業の発展に貢献をしております。
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第 3 章

水道事業の現況

3-1　水道事業の沿革

1. 創設期

　平成17年の市町村合併以前は、8地域がそれぞれに適合した浄水処理や配水システムを築

き上げてきています。そのため、水道事業の沿革は地域によって異なります。ここでは、地域

の水道事業を創設期、拡張期に分けて沿革を大まかに整理し、市町村合併以降は施設統廃

合・更新期として整備・運営されてきた経緯について説明します。

　本市中心部に位置する横手地域はかねてより水量不足や水質悪化に悩まされ、水神様を祭

る風習（「かまくら」の小正月行事）が約400年にわたり続けられてきました。しかも、戦後人口

が増加することに伴い衛生環境も次第に悪化し、腸チフスや赤痢が蔓延（罹患者397名、死亡者

30名）したため水道創設の機運が高まり、昭和26年9月27日の市議会において満場一致で上

水道の創設が承認されたことが本市水道事業の始まりです。

　他の地域は、戦後飲用水は地下水に多くを依存していました。しかし、一部の地域を除けば横手地域

と同様に水質はそれほど良くなく、特に夏季は下痢患者が多く発生し、衛生上、憂慮される状況でした。

図3-1　横手市の旧水道事業の配置

表 3-1　各地域の創設一覧

　その中でも大森地域は地下水水質が悪化した地域で、昭和27年に大森地域にある自家用井

戸すべての水質検査を実施したところ、飲用不適当という結果となった記録があります。横手

地域以外でも衛生環境が十分とは言えなかったことから、上水道の恩恵を一日も早く受けたい

との住民要望は日に日に高まり、昭和32年の増田地域吉野簡易水道を皮切りとして昭和34年

には大雄地域で、昭和36年には大森地域と十文字地域でそれぞれ簡易水道や上水道が創設さ
れています。

　これに続いて、昭和37年には雄物川地域の

二井山地区で、山内地域の相野 ・々南郷を給

水範囲とする南地区でそれぞれ簡易水道が創

設されています。

　昭和40年代から昭和50年代には地下水の

水質悪化に加え、渇水期での水位低下や生活

水準の向上による水需要の増加という問題が

出てきました。これらに対応するため簡易水

道が創設されており、さらに平成に入ると、下

水道整備による新たな水需要に備えるため増

田地域や平鹿地域で上水道や簡易水道が創

設されています。

2. 拡張期
　高度経済成長期にも重なる昭和30年代以降、普及率の向上や下水道の普及、未普及地域の解

消に伴う水需要の増加がより顕著となってきました。各地域での創設時期は違いますが、概ね同

じような理由から水道事業は、需要に応え得る施設増強を行うという拡張期に移行しています。

創設が最も早かった横手地域は、平成7年までに合計４期の拡張事業を繰り返し、２基の基幹浄

愛宕山高区配水池の建設 (昭和47年頃）

水場の築造と管網の面的整備を重ね、計画給

水人口46,000人、1日最大給水量27,500m3

／日にまで施設を増強しています。

　他の地域では集落が点在しているなど地

勢的な理由から上水道事業の拡張・統合に

は至っていませんが、地区単位での簡易水道

事業の立ち上げが相次いでおり、簡易水道の

創設自体がひとつの拡張の形態と言えます。

　一方、主要な水源である地下水は、地下水
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3. 施設更新・統廃合期
　拡張期は、増加する水需要や衛生環境の向上のための施設増強でしたが、人口減少問題の顕

在化や東日本大震災を契機に安全・安心、そして何よりも持続的な水道が求められるようなって

きました。そこで、横手市では、水質の確保と安定給水に向けての投資を行っています。山内黒沢・

山内南地区の石綿管(ACP）等の脆弱管路の布設替事業、雄物川北部・船沼簡易水道統合事業、吉

雄物川集水渠の埋設（昭和54年頃）

マッピングシステムの整備(平成22年）

老朽管更新事業（平成25年）

給水タンクの購入(平成24年）

＊４

＊５

　マッピングシステムとは、地図上の位置と関連する情報をデータベース化し、位置や場所から様々な
属性情報を引出し、給配水管との関係を管理・分析できるシステムです。
　監視システムとは、配水池や無人の浄水場の運転状態（流量・圧力・塩素濃度・受電状態等）を水道
庁舎で監視するインターネット経由システムで、異常時の迅速な対応に不可欠なものです。

位の低下が顕著となり、水質面ではマンガン、一般雑菌、大腸菌群が検出され始めていました。地

下水が将来も安定した水道原水とは言い難い状況となり、水道事業者としては将来安定した水

源を確保する責任から、増田地域、十文字地域、

平鹿地域では建設計画中の成瀬ダムに参画して

水道施設を整備していく方針としています。

　しかし、３地域が各々単独で水道施設の投資

を行うことは施設の重複や維持管理面の困難

さが増すため、3地域共同で施設整備を行う基

本協定を平成14年2月26日に取り交わし、取水

施設から浄水施設までの施設整備を行うこと

にしました。

3-2　水道事業の運営状況
　次に水道事業の現況を説明するため、給水人口、用途別水量、一人あたり使用水量、各種の

比率で確認していくこととします。
表3-2　水道事業の現状（過去５年間）

出典）横手市水道事業決算統計

野送水ポンプ場の建築をはじめとする増田地

域・十文字地域統合再編事業、醍醐浄水場の

施設増強工事に着手し、平成18年には大松川

簡易水道と小松川簡易水道の統合事業を終え

ています。

　さらに、将来の経営に影響する維持管理費

の低減を目的に旧市町村の枠にとらわれない

統合も推進してきました。平成20年の旧行政

区域間初の施設統合である横手地域の水源を

求めた大雄配水場や大森地域の水源を求めた

二井山地区配水ポンプ場は代表例です。

　また、横手地域の基幹浄水場・上内町浄水場

の改築が、投資額としては最大のプロジェクト

となりました。上内町浄水場の代替施設として

平成24年度から2ヶ年で大沢第二浄水場を建

設し、平成26年4月に給水を開始しております。

　一方、資産の7割以上を占める管路の老朽化

への対応も急務でした。平成22年以降、緊急時

給水拠点確保等事業、老朽管更新事業等の国庫

補助を活用し、基幹管路の耐震化等の整備を進

めております。加えて、市町村合併により、管理

範囲が大きくなり、人員も削減されていますので、

マッピングシステム＊４の整備、監視システム＊５の

整備を行い、現在は日々の管理業務に欠かせな

いツールとなっています。
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図3-2　過去の給水人口の推移

2. 一人一日あたり使用水量及び一人一日給水量
　次に、一人あたりの使用水量の推移を見てみましょう。使用水量の大部分を占める一般家

庭用の水量でみると、一日一人家庭用使用水量はおおよそ一定していますが、一方で業務・営

業用、その他については減少傾向がみられます。

　また、一人一日平均給水量はおおよそ横ばい状態ですが一人一日最大給水量は徐々に低下

してきています。

1. 給水人口
　水道事業の需要を決める最も重要な要因は給水人口で、行政区域内人口との比が普及率

となります。本市は地下水を使用してきた地域が多く、未普及地域（既存水道施設の末端から

給水されていない地域）や、普及区域内でありながら水道を使用していない人口も一定程度

残っています。

　水道事業の給水人口の推移を図3-2に示します。図に見られるように、行政区域内人口は

顕著な減少傾向を示しており、これに伴い給水人口も減少傾向となっています。人口減少は

需要減少、ひいては水道料金収入の減少に直結し事業経営を圧迫するため、大きな課題と

なっています。

図3-3　人口及び給水量の推移

図3-4　家庭用使用水量　一日平均給水量　一日最大給水量
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3-3　水道施設の構成

　水道は、井戸や河川から自然の水を取り入れて浄水場で安全な水道水を作って供給します

から、水道施設のなかでも重要な役割を占めています。横手市水道事業の取水量構成でみる

と、その約6割が河川表流水及びダム、4割が井戸や湧水となっています。水源及び浄水場の

リストを表3-3に、各施設の位置を図3-7に示します。

　本市における最も大規模な水源及び浄水場は、横手川の表流水を水源とする大沢浄水場

　水道は様々な施設で構成されていますが、ここでは水源及び浄水場、配水池及びポンプ場、

管路の3点から、施設概要を見ていきます。

　凝集沈殿・急速ろ過方式とは、浄水処理方法の一つで、薬品で濁り成分を集めて沈殿させた後、砂
の層に比較的速い速度（120 ～150ｍ／日）で濁りが沈殿したあとの上澄水を通し、細かい濁質を除去
する方法です。急速ろ過方式は、砂ろ過のみでは除去は不十分なため、必ず凝集剤という薬品を使用し
ます。
　膜ろ過方式とは、膜と呼ばれる有機質または無機質の多孔質のフィルターをろ材として使用し、水
中の不純物を除去する浄水処理方法です。横手市の大沢第二浄水場では、無機質のセラミック膜が採
用されています。
　クリプトスポリジウムとは、腸管に感染して下痢を引き起こす病原性微生物です。塩素消毒では死
滅しないため、ろ過で除去するか一定の紫外線を照射して不活化させなければなりません。なお、急速
ろ過方式では浄水濁度を0.1度以下に維持することによってクリプトスポリジウムが除去されます。

大沢第二浄水場（膜ろ過方式）全景
（施設能力11,800m3／日）

1. 水源及び浄水場

と大沢第二浄水場で、その施設能力は

一日あたり25,800m3/ 日です。

　大沢浄水場、大沢第二浄水場の浄水

処理フローを図3-6に示します。同じ

取水口から共有の沈砂池と粉末活性

炭処理槽を通過させた後、大沢浄水場

が凝集沈殿・急速ろ過方式＊８、大沢第

二浄水場が膜ろ過方式＊９により浄水

処理を行っています。

　大沢第二浄水場は平成26年4月に

更新された本市で最も新しい浄水場

です。それまでその役割を担っていた上内町浄水場は、昭和36年の供用から築50年を迎えて

老朽化が進んでいたうえ、原水である横手川からはクリプトスポリジウム*10指標菌（大腸菌

や嫌気性芽砲菌）も検出されており、浄水濁度の監視に細心の注意を払わなければ水質を維

持することが難しい状態となっていました。　有収率とは、年間の料金徴収の対象となった水量等を年間に給水区域に供給した実績水量で除し
た割合です。有収率は、施設の稼働状況がそのまま収益につながっているか確認することができます。
　負荷率とは、給水区域に給水した年間実績水量を年間日数で除した水量（一日平均給水量）を年間
の一日給水量の中で最大の水量（一日最大給水量）で除した割合です。負荷率は、施設効率を判断す
る指標のひとつですが、数値が大きくなれば効率的と判断されますが、需要変動の大きい施設ほど負
荷率は小さくなります。

3. 普及率、有収率、負荷率
　次に、需要の特性を把握するための各種比率を見てみます。まず、普及率は2014年度で

81.40％であり、比率としては漸増していて市内の水道利用者の比率がわずかずつですが上

昇していることが分かります。有収率＊６は水道水として浄水処理された水が、メーターを通っ

て家庭に届けられ料金の請求につながった水量の比率で、2014年度で76.73％となっていま

す。この値は類似事業体の全国平均（平成25年度で82.93％）と比較してもやや低く、効率を

向上するための取り組みが必要と考えられる水準です。負荷率＊７は 、平均の使用水量と最大

の使用水量を記録した日の比率です。この数値はここ数年上昇傾向ですが、その年の夏季の

気温に左右されることもあり、負荷率はばらつきやすい傾向があります。

＊６

＊7
＊8

＊9

＊10 　

図3-4　給水普及率　有収率　負荷率
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表 3-3　水源及び浄水場の概要

出典）H25提出水道台帳(7)及び施設概要より。色つけは水安全計画策定済の浄水場。

　井戸や湧水等の水源は、原水濁度が低く、水質も良好なため、クリプトスポリジウム指標菌

の監視を注意深く行いながら塩素注入のみで処理しています。しかし、近年は浅井戸を中心

に水位の低下が見られており、水位の低下で特に冬季には取水ができずに、断水に至る例も

発生しています。

　そのため、平成22年度に更新に向けた調査に着手する一方で、建設場所やろ過方式などに

ついて浄水場整備調査特別委員会や市議会の承認を得て、平成23年度から平成25年度まで

整備が行われております。その際、民間事業者の新技術などの活用や創意工夫、技術提案に

よるサービス水準向上を図る必要があると考え、膜ろ過方式による設計・施工一括発注方式

（DB 方式）を採用しております。

　その他の水源や浄水場は小規模で分散しており、浅井戸、深井戸、湧水、河川伏流水等の多

様な水源を使用しています。

マンガン接触塔とは、原水に溶けているマンガンを薬品とマンガン砂の接触によって除去する施設。
混和池とは、薬品（凝集剤）を原水とかきまぜて、小さな汚れの塊を作る施設。
フロック形成池・傾斜板沈澱池は、小さな汚れの塊（フロック）をさらに大きく重くし、傾斜した金属
板を設置し効率よく沈殿させる施設。
濃縮槽は、沈殿させた泥やろ過池からの洗浄排水を、沈殿・濃縮させて、水分を除去する施設。
天日乾燥床とは、濃縮された汚泥を再利用するため、天日にさらし、さらに乾燥させる施設。

図3-6　大沢浄水場、大沢第二浄水場の処理フロー

＊11
＊12
＊13

＊14
＊15
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図3-7
横手市水道事業の水源

及び浄水場の位置

大沢浄水場
（施設能力14,000ｍ３/日）

十文字浄水場
（施設能力2,034ｍ３/日）

醍醐浄水場
（施設能力1,500ｍ３/日）

増田中央浄水場
（施設能力1,600ｍ３/日）

大森浄水場
（施設能力4,519ｍ３/日）



〜第３章〜　水道事業の現況

23 横手市水道事業ビジョン 24

資
料
編

資
料
編

第
１
章

第
１
章

第
２
章

第
２
章

第
３
章

第
３
章

第
４
章

第
４
章

第
５
章

第
５
章

第
６
章

第
６
章

2. 配水施設

3. 送配水管路

　水源から原水を確保し浄水場で作られた水道水は配水池やポンプ場を経て、管路で供給

します。配水池・ポンプ場のリストを表3-4に、位置を図3-12に示します。

　図表に示すとおり浄水場施設と同様に小規模な施設が分散した配置となっており、その数

は非常に多くなっています。これは、本市が東西にある奥羽山脈と出羽丘陵により形成され

る盆地であるため、中山間地域の集落に供給するためにはなるべく高低差の少ないルートを

選んで給水していく必要があるためです。しかし、このような配置は多くの小規模施設を維持

管理しなければならず、維持管理コストはもちろんのこと職員一人に掛かる負担も多くなる

原因となっています。

　水道管の総延長は2014年度時点で約1,027km となっています。横手市から東京までは直

線距離で約410km、高速道路で約520kmですから、東京までの往復に匹敵する距離の管路

が市内を巡っていることになります。

　口径別でみると、φ150 ～100mm の中口径管が約48%、φ75mm 以下の小口径管が約

43％と大部分を占めます。比較的小口径幹線の延長が長いことは、小規模な水源や浄水場が

分散して配置されていることが原因で、これは市町村合併によって給水範囲が大きくなった

ためです。

図3-9　横手市で使用している水道管の口径構成、管種構成比
内円は2010年度、外円は2013年度

フロック形成池（大沢浄水場）

濃縮槽（大沢浄水場）

傾斜板沈澱池（大沢浄水場）

天日乾燥床（大沢浄水場）

図3-8　水源別の取水量と水源能力

内円:実取水構成　外円:水源使用量／水源能力

マンガン接触塔（大沢第二浄水場） 混和池（大沢第二浄水場）

4. 老朽水道管の累積状況
　管種別でみると使用している水道管の約半分が硬質塩化ビニル管（VP）＊16ですが、経年劣化

による漏水や破損、さらには耐震性にも懸念があることから、近年はダクタイル鋳鉄管（DCIP）
＊17やポリエチレン管（PEP）＊18等を中心に、耐震性に優れる管路への更新を進めています。

　しかし、現在の老朽管更新率*19は財源確保の厳しさや人員の不足もあり１％に満たず、更

新延長にして５km/ 年程度に留まっています。さらに、本市の水道管路は昭和50年代の前半

や平成10年前後に集中して整備されており、経年化された水道管が累積してきており、老朽

管路の交換時期も集中する懸念があります。
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図3-10　更新率１％での経年管累積状況の予測

出典）横手市管路情報システムより無ライニング鋳鉄管の内部閉塞状況 塩化ビニル管の破裂による漏水

　硬質塩化ビニル管 (VP) とは、塩化ビニル樹脂を原料に安定剤等を加え製造したもので、横手市
の管種の６割以上を占めています。
　ダクタイル鋳鉄管 (DCIP) とは、鉄・炭素・ケイ素からなる鋳鉄の黒鉛を球状化させた鉄合金を
素材とした水道管です。横手市は、耐震機能を備えた高機能ダクタイル鋳鉄管をφ75㎜以上の水道
管に採用しています。
　ポリエチレン管 (PEP) とは、ポリエチレン樹脂を原料にした水道管で、熱融着による接合するタイ
プや金属金具による締め付けで接合するタイプがあり、横手市では小口径管や給水管等に多く採用
されています。
　更新率とは、その年に更新された管路延長を事業体が所有する管路の総延長で除した割合です。
更新率は年間に更新された導・送・配水管の割合ですが、管路の信頼度を高める取り組み度合とも
言えます。

　本市では漏水が発生した場合でも「断水

をしない、断水でも時間を短くするように

迅速な対応」を心掛けています。さらに管路

の健康診断である管体調査をしながら、老

朽化が進んでいる路線を特定し、未然に大

きな漏水事故とならないように予防的な活

動を続けています。

職員出動による漏水修理

＊16

＊17

＊18

＊19

　その様な状況を放置すると漏水に伴う断水や濁りが頻発し、更に通常時でも給水水質の

悪化が進むことになりますから、結果的に水道事業への信頼が低下していきます。

　管体調査を行ってみると場所によって老

朽化が進行しているところと、古い水道管

であってもまだ健全で使用できる水道管が

あります。本市は、水道管の更新のための財

源を確保することに加えて、本当に老朽化

が進んでいる水道管を優先的に更新するよ

うにガイドラインを定めて更新しています。

管体調査（水道管の健康診断）の模様

　限りある財源を有効に活用し、本当に老

朽化が進んでいる水道管を更新することが

できれば、漏水のリスクを下げながら投資

費用も抑制されますので、安定的な水道経

営が可能になってきます。

ダクタイル鋳鉄管の腐食進行
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5. 管路の耐震化状況
　本市では老朽管路の更新と併せて管路の耐震化を進めています。口径200㎜以上の配水

管を配水本管と位置づけし、国の補助金を活用した配水本管の耐震管への布設替えを積

極的に進めています。

　平成20年に立ち上げた管路更新耐震化プロジェクトにおいて、管路の重要度評価を実施

しており、被災時にも断水させてはならない路線を特定しながら重点的な耐震化を実施し

ています。

進捗する基幹管路の耐震化（Φ250mm）

図3-11　本市基幹管路耐震率の状況

出典）横手市管路情報システムより

表 3-4　配水施設等の概要
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表 3-4　配水施設等の概要

備考）計上寸法　Ｗ：幅　Ｌ：長　Ｈ：水深　水位　Ｈ：HWL*23　Ｌ：LWL*24　
表は浄水場内の送水ポンプ設備及び配水ポンプ設備は除く

　PC 造とは配水池の構造方式のひとつでプレストレストコンクリートを採用した配水池のことで
す。PC 造は、鋼材に予め緊張を与えているため、壁厚を小さくすることができ、十分な耐震性、耐久性、
水密性を有しています。
　RC 造も配水池の構造方式のひとつで鉄筋コンクリートを採用した配水池で矩形が一般的です。
　SUS 造も配水池の構造方式のひとつでステンレス製鋼板によって製造されたものです。
　HWL とは、配水池の高水位のことで、通常運転時で満水状態の水位のことを指します。配水池と
しては高水位に水が存在する状態が最も理想的で、朝夕の使用量増大時間帯に備えて送水ポンプ
を稼働し、高水位を保っておきます。
　LWL とは、配水池の最低水位のことです。ただし空の状態ではなく、この下に死水と呼ばれるド
レーンスペースがあるのが普通です。この状態になると、配水池は空になっていると判断されます。
配水池の容量は、HWL-LWL の水深をもって計算します。

PC造配水池（増田高区配水池） SUS造配水池（馬鞍配水池） RC造配水池（山内北大松川配水池）

＊20

＊21
＊22
＊23

＊24
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図3-12　横手市水道事業の配水池及びポンプ場の位置
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図3-13　給水拠点図
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　次に、水道事業の経営状態である、平成24年度～26年度の決算内容を示します。

　平成25年度は、上内町浄水場の用途廃止に伴う除却費（特別損失）が大きかったために赤

字決算となっていますが、このような特殊要因を除くと、平成21年度の簡易水道会計統合後

は一定の純利益を毎年計上しています。また、平成25年度で大型の国庫補助事業が一段落し

たこと、会計に関する法制度が変更になったことから資本勘定（4条会計）としていた水道加

入金、人件費を損益勘定（3条会計）＊29に移しています。このように、一部の費目については連

続性がないこともあり、留意が必要です。

　一方、平成26年度から供用を開始した大沢第二浄水場にかかる減価償却費や動力費、老

朽化した設備修繕に必要なコストや企業債の償還金が高い状態で推移していくことから、今

後は、当年度に発生する内部留保資金＊30よりも支出する額が多いため、内部留保資金が減少

しながらの経営という厳しい状況が続くと見込まれます。

　従いまして、このような状況を踏まえた中長期の経営見通しを持ったうえであるべき水道

の姿を見出していくことが重要と言えます。

表 3-5　水道事業の収益的収支

表 3-6　水道事業の資本的収支

　減価償却費
浄水場や配水池などは一度整備すると何年も使えますが、この整備にかかった費用を、その年だけで
処理するのではなく、同じ規模の設備を再度整備する時の財源を確保するために、耐用年数に応じて
毎年費用化することです。減価償却費は実際には現金を支出しない費用ですので手元に残ることにな
ります。（内部留保資金）
　資産減耗費
固定資産が使えなくなったときにこの固定資産を廃棄し、帳簿から残存する価値（価額）を除くことを
除却と言います。除却の際にまだ減価償却費として費用化されていない価額を除却費として費用化す
ることなどを言います。

　企業債とは、民間企業の社債や長期借入金にあたるもので、配水管布設などの建設改良費の財源
となるための借金です。
　出資金とは、建設改良費や企業債を返済するための財源として、一定のルールに基づいて一般会計
から水道事業に対して支出されるお金です。
　損益勘定（3条会計）とは、収益勘定と費用勘定に区分され、収益（水道料金などの収入）と費用（給
水するためにかかるお金や減価償却費などの支出）の内容を明らかにするものです。
　内部留保資金とは、減価償却費などの実際には現金を支出しない費用を計上することによって貯
まっていくお金のことです。

3-4　経営の現況

出典）横手市水道事業決算書

＊25

＊26

＊27

＊28

＊29

＊30

出典）横手市水道事業決算書
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　水道事業の現状をより深く考察するためには、他の水道事業体との比較を行ったうえで、

その差がどこからきているのかを見極めることが効果的です。各事業体の状態や効率性等

を一定の基準により算出した業務指標（PI）や、さらには水道統計（2012年）としてデータが

提供されていますので、これを活用して、本市の現状や特徴を示します。評価の体系は以下の

とおりです。

　次に、管路あたりの水道メーターの設置数（水道メーター密度）、配水管延長密度、固定資

産使用効率、配水管使用効率等、水道施設の整備の密度の指標を確認します。このうち、水道

メーター密度、配水管延長密度、配水管使用効率は、数字が小さいほどお客様が広く散らばっ

て分布していることを意味し、本市ではその傾向が強いこと、投資効率の面で厳しい条件と

なっていることが分かります。

　本市の地勢を水道施設整備の難易という視点から見ると、旧市街地など人口が密集した

需要地があるものの農業地帯特有の分散した集落が多いため、管路施設への投資が多くな

らざるを得ません。また、市町村合併前まではその地域単位で簡易水道（分散型水道システ

ム）として整備が進んできた経緯から、多数の施設をかかえています。これらの理由から投資

に対する収益性はどうしても低くなりがちです。

　このような課題に対応するため、市町村合併を契機として施設統合を目指す方向で検討と

準備を進めています。しかし、統合にかかるコストも大きいため、まだこれからの段階であり、

当面はこれらの多数の施設を運営していかなければなりません。このように、施設数が多い

ことによる維持管理コストの掛かり増しが本市水道事業の懸念材料と言えます。

　ただし、水道統計データは２年遅れのため、本市以外のデータは2013年度のデータで比

較することとします。また、本ビジョンでは県内で比較的規模等が類似している大仙市、由利

本荘市とも比較して参りますが、簡易水道事業の統合を行っていない事業体（大仙市が該当）

との間で差異が出ることがあります。

　まず、需要者の一人あたりの使用水量の特徴を比較します。本市の一人あたりの使用水量

は、秋田県内でみれば平均的ではあるものの、全国平均や類似事業よりも少ない水準となっ

ています。水道水の使用量が少ない理由の一つとして井戸水を使う割合が高いことが挙げら

れます。

3-5　事業特性の分析

1. 需要者特性

図3-14　 一人一日給水量・有収水量の推移

表 3-7　一人一日給水量・有収水量の推移

需要者特性	 	 顧客の特性（水利用のパターンや分布等）
収益性		 	 単価と原価の差や水準から見る収益性とその要因
資産の効率性	 	 事業資産（水道施設を金銭評価したもの）と資金調達との関係性
資金の安全性	 	 運転資金で見た経営の継続性の評価
資本の効率性	 	 収益と資金の関係
生産性と職員特性	 職員あたりの業務量、職員の年齢等で見た組織特性

図3-15　管路・投資額に対する供給量の推移
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　次に、稼働率や負荷率、有収率等、施設能力と需要のバランスに関する各種指標の数値を

比較したものを図3-16と表3-9に示します。水道普及率は地域における給水区域のカバー率、

給水普及率は水道が整備されている範囲で水道を使用してくれているお客様の割合を示し

ます。本市の特徴として、水道が普及されているにもかかわらず水道を使用していない方がい

ることが挙げられます。

　有収率は、浄水場から供給された水量と主に水道メーターを通って料金収入の対象となっ

た水量の比率で、これが高いほどロスなく供給されたことを表しますが、この数値はやや低

表 3-8　管路・投資額に対する供給量の推移

図 3-16　需要のバランスに関する指標の推移

表 3-9　需要のバランスに関する指標の推移

　施設最大稼働率とは、一日最大給水量を全部の浄水施設の一日あたりの給水能力で除した割合
となります。施設最大稼働率は、水道事業の施設効率を判断する指標です。
　施設利用率とは、一日平均給水量を全部の浄水施設の一日あたりの給水能力で除した割合です。
施設利用率は、水道施設の経済性を総括的に判断する指標で、指標が大きいほど効率的とみなされ
ます。また、施設最大稼働率と負荷率との関係から投資の効率性が見通すことが可能です。

めとなっており、改善の余地がある

ことが分かります。ただし、前述し

たように、お客様が散らばって住ん

でいるという特徴から、ロスの削

減にはややハードルが高いことも

事実です。

　負荷率は一年で最大の使用水量

を記録した日と一年の平均の使用

水量の比率で、夏季の気候に左右

される面がありますが、他事業体と

比較しても平均的な水準です。最大

稼働率は最大の使用水量でみた能

力の比率で、この数字は高めであり、

施設能力の無駄が小さいことが分

かります。

　次に収益性の指標を図3-17と表3-10に示します。まず、供給単価＊33ですが、全国平均や秋

田県平均よりもやや低い水準に抑制されています。一方で、給水原価＊34は2009年度から少

しずつ上昇傾向を示したあと、2014年に大きく上昇しています。これは、大沢第二浄水場の

竣工・稼働による減価償却費及び動力費が増加したことなどが影響しています。

2. 収益性

図3-17　収益性の推移

＊31

＊32
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　次に３種の収支比率を図3-18と表3-11に示します。総収支比率はすべてのコストに対する

収入の比率で、100％を上回っていれば、収入が支出を上回っていることを意味します。営業

収支比率と総収支比率の差は通常は大部分が企業債の利息負担分です。総収支比率はほぼ

100％前後で、かろうじて収入と支出のバランスをとっていますが、前述のとおり給水原価が

大幅に上昇したことから、今後、収支比率が100％を下回る可能性が高いと言えます。

図3-18　収支比率の推移

表3-10　収益性の推移 表3-11　収支比率の推移

　供給単価とは年間の営業収益のひとつで、年間使用量（料金）の合計である給水収益を有収水量で
除した値で、この指標は、有収水量１㎥あたりについて、どれだけの利益を得ているのかを表します。
　給水原価とは、経常費用から受託工事費と材料・不用品売却原価、付帯事業費を除いた費用を有収
水量で除した値で、この指標は、有収水量１㎥あたりについて、どれだけの費用が掛かっているかを表
します。

　営業収支比率とは、収益性を見る際の一つの指標で、営業費用が営業収益にどの程度賄われている
のか示すもので、この比率が高いほど営業利益率が高いことを表し、100％未満であることは営業損
失が生じていることを意味します。
　経常収支比率とは、収益を見る際の最も代表的な指標で、経常費用が経常収益によってどの程度賄
われいるかを示しています。こちらも100％未満であることは経常損失が生じていることを意味します。
　総収入比率は、総費用が総収益によってどの程度賄われているかを示すもので、この比率が100％
未満の場合は、収益で費用を賄えないことになり、健全な状態ではありません。

　本市の原価構成の特徴として全国平均や県内平均等と比較しても人件費が抑え気味に

なっている一方、減価償却費や支払利息等、設備投資に関わるコストの比率が高くなってい

ます。2014年度の減価償却費上昇は前述のとおり、大沢第二浄水場の投資分の影響です。

図3-19　支出費目構成の推移

＊33

＊34

＊35

＊36

＊37
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　ここまでの分析から設備投資が収支に与えた影響が大きいことを確認してきました。次に、

水道事業資産の効率性を示します。

3. 資産の効率性

図3-20　資産の効率性

表3-13　資産の効率性

　まず固定資産構成比率＊38、自己資本構成比率＊39、固定負債構成比率＊40はそれぞれの水道

事業資産における総資産に対する比率です。また、固定比率は固定資産を自己資本と剰余金

の合計額で除した比率です。2014年度に固定比率が上昇し、自己資本構成比率が大幅に低下

していますが、これは、会計制度改正に伴い、剰余金の多くが負債勘定である繰延収益に移

行し、資本構成が大きく変化したことによるものです。

　固定資産の効率性でみると、制度改正前と同様の方法で計算した場合（カッコ内の数値）大

きな変動はありませんが、固定負債構成比率と固定比率が全国、県及び類似事業体の平均と

比べ高い状態であり、企業債への依存度が高いと言えます。

固定資産構成比率
　【固定資産構成比率（％）＝（固定資産／（固定資産＋流動資産＋繰延勘定））×100】
資産合計（固定資産＋流動資産＋繰延勘定）中の固定資産の割合を示すもので、一般にこの比率は低い
方が柔軟な経営が可能となりますが、水道事業は施設型の事業であるので固定資産構成比率は高く
なっています。
自己資本構成比率
　【自己資本構成比率（％）＝（（自己資本金＋剰余金）／負債・資本合計）×100】
総資本（負債及び資本）に占める自己資本の割合。水道事業は施設の建設費の大部分を企業債（借入資
本金）によって調達していることから、自己資本構成比率は低いものとならざるを得ませんが、事業経
営の安定化を図るためには、自己資本の造成が必要となります。
固定負債構成比率
　【固定負債構成比率（％）＝（（固定負債＋借入資本金）／負債・資本合計）×100】
総資本に対する固定負債と借入資本金の割合を示すもので、事業体の他人資本依存度を示します。自己
資本構成比率と逆の意味の指標となります。

＊38

＊39

＊40

表3-12　支出費目構成の推移
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図3-22　流動資産の効率性

表3-15　流動資産の効率性

　水道事業ではほとんど問題になることはありませんが、資金の安全性を流動比率＊44、当座

比率＊45、現金比率＊46、流動資産回転率＊47などで確認したものを示します。会計処理上変動が

大きくなっていますが、資金繰りの安全性には問題なく、黒字倒産の心配はありません。

4. 資金の安全性

流動比率
　【流動比率（％）＝（流動資産／流動負債）×100】
短期的に返済期限の到来する流動負債の支払いについて、これに充当しうる資産、すなわち短期的に現
金化される可能性のある流動資産がどれだけあるかということを示す比率です。
当座比率
　【当座比率（％）＝（当座資産／流動負債）×100】
流動資産から換金能力の低い棚卸資産などを除外し、換金性が高く確実な支払い財源となる 当座資産

（現金預金、受取手形、売掛金、有価証券）を流動負債と対比させた比率です。
現金比率
　【現金比率（％）＝現金預金／流動負債】
短期的な支払い能力をあらわす指標です。一般的に現金比率が高いほど支払い能力が高いと評価され
ます。
流動資産回転率
　【流動資産回転率（回）＝（営業収益－受託工事収益）／（期首流動資産＋期末流動資産）／２】
流動資産の経営活動における回転度を表す指標です。この率が過大であるときは流動資産の平均保有
高が過小であり、過小であるときは流動資産が過大であることを表しています。

表3-14　固定資産の効率性

固定長期適合率
　【固定長期適合率（％）＝（固定資産／（自己資本＋固定負債））×100】
巨額な設備投資を必要とする産業では、自己資本の範囲で固定資産への投資をすべて行なうことは現
実的ではありません。そこで、自己資本に固定負債を加えた調達源泉の範囲内で固定資産への投資を
行なうことの安全性を示す比率を意味します。
固定比率
　【固定比率（％）＝（固定資産／自己資本金＋剰余金）×100】
固定資産への投資が、どの程度自己資本の範囲内で行なわれているか、資金繰り、支払能力の面におけ
る安全性を示す比率です。水道事業の場合は建設投資のための財源として企業債に依存する度合が高
いため、必然的にこの比率が高くなっています。
当年度減価償却率
　【当年度減価償却率（％）＝（当年度減価償却費／（有形固定資産＋無形固定資産－土地－建設仮勘定
＋当年度減価償却費））×100】
償却対象固定資産に対する平均償却率。水道事業の施設は比較的耐用年数の長いものによって構成さ
れているので、一般にこの比率は低くなります。

図3-21　固定資産の効率性

＊41

＊42

＊43

＊44

＊45

＊46

　
＊47
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図3-23　資本の効率性

図3-24　 企業債の効率性

表3-16　資本の効率性
表3-17　企業債の効率性

　資本の効率性を確認するために各種回転率を確認しています。収益に対する資本や資産等

の水準を見るのが回転率ですが、会計処理上の都合で大きく数値が変化している2014年度

以外は、地理的な要因からやや投資効率は低めとなっています。

　料金収入に対する企業債や人件費の負担度をみる各種指標では、職員給与費はかなり抑

制されており、企業債（公的資金からの借入）、利息の双方の負担が重めとなっています。

総資本回転率　　　
　【総資本回転率（回）＝（営業収益－受託工事収益）／（期首総資本＋期末総資本）／２】　　　　　　　　　

（注）総資本＝負債・資本合計　
総資本回転率は、総資本に対する営業収益の割合であり、期間中に総資本の何倍の営業収益があがっ
たかを示す指標です。
自己資本回転率
　【自己資本回転率（回）＝（営業収益－受託工事収益）／（期首自己資本＋期末自己資本）／２】　　　　　　　　　　　

（注）自己資本＝自己資本金＋剰余金
自己資本回転率は、自己資本に対する営業収益の割合であり、期間中に自己資本の何倍の営業収益が
あがったかを示すものです。この比率が高いほど投下資本に比して営業活動が活発であることを意味
します。
固定資産回転率とは
　【自己資本回転率（回）＝（営業収益－受託工事収益）／（期首自己資本＋期末自己資本）／２】　　　　　　　　　　　

（注）自己資本＝自己資本金＋剰余金
自己資本回転率は、自己資本に対する営業収益の割合であり、期間中に自己資本の何倍の
営業収益があがったかを示すものです。この比率が高いほど投下資本に比して営業活動が活発である
ことを意味します。

企業債償還元金対料金収入率
　【企業債償還元金対料金収入率（％）＝（企業債償還元金／給水収益）×100】
給水収益に対する企業債償還元金の割合を示し、低いほど経営を圧迫してないこととなります。
企業債利息対料金収入率
　【企業債利息対料金収入率（％）＝（企業債利息／給水収益）×100】
給水収益に対する企業債利息の割合を示し、低いほど経営を圧迫してないこととなります。
企業債償還元利金対料金収入率
　【企業債償還元利金対料金収入率（％）＝（企業債償還元利金／給水収益）×100】
給水収益に対する企業債償還元利金の割合を示し、低いほど経営を圧迫してないこととなります。
職員給与費対料金収入率
　【職員給与費対料金収入率（％）＝（職員給与費／給水収益）×100】
給水収益に対する損益勘定職員給与費の割合を示し、高いほど厳しい事業経営を行っていると評価さ
れます。

＊48

＊49
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図3-25　横手市上下水道部　組織及び業務分掌

図3-26　職員の収益性

図3-28　職員平均年齢と勤続年数

図3-27　職員数推移

　本市の水道事業を担う職員体制を、図3-25に示します。

本市水道事業の総責任者である事業管理者は市長が務めます。上下水道はあわせて上下水道

部が管轄しており、現在（平成27年度）は、事務職の部長と技術職の次長がこれを所掌します。

水道水質の管理等、技術上の業務の責任者たる技術管理者は上下水道部次長が担っています。

　水道事業の経営に関する業務は経営管理課が担当し、事務職職員が７名配置されます。技

術的業務は施設の管理と計画関連業務の２つの係で分担して担当しており、それぞれ技術職

員が配置されています。

　また、料金徴収管理事務は水道お客様センターに委託され、組織のスリム化が図られてい

ます。

　次に、職員数と生産性を、図3-26から図3-28に示します。事業経営における生産性とは主

に職員一人あたりの業務量を言います。本市の水道事業の施設は数が多く、給水面積が広い

という難しい運営条件にもかかわらず、業務量の変化に応じた職員の協力体制及び官民連携

や監視装置の活用により運営体制が維持され、生産性は全国平均や県内他事業体よりも高

くなっています。

5. 生産性と職員特性

表3-18　生産性

　また、近年水道事業体において職員の高齢化と技術の継承が問題となるケースが多くみ

られますが、本市においては職員の年齢構成はおおよそバランスがとれているといえます。

ただし、水道事業の経験年数は短めで人事異動が比較的頻繁であり、技術継承の面では継続

的に意識していく必要があります。
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表3-19　水道事業の現状（過去５年間）

出典）横手市水道事業決算統計

出典)平成25年度　横手市水需要予測

図3-29　職員年齢構成

　次に、水道事業の経営で非常に重要な意味を持つ需要の動向を示します。水道事業におい

て需要に見合った施設を整備することは非常に重要です。これは、浄水場や管路を整備し維

持するために多額の投資を必要とする一方、水道料金をなるべく安くする必要があるため、一

度作った水道施設は長く大切に使う必要があるからです。

　施設によって差はありますが全体としておおよそ40年以上使用することが必要です。しか

し、需要が整備時に想定したときの予想よりも大きく減少すると、料金収入が追いつかない

ため投資の回収が進まず、経営が悪化することになってしまいます。

　本市の水需要は、平成25年度に最新の需要動向（平成22年国勢調査）から分析済です。現

状分析と同じ区分で需要見通しを見ていくことにします。

3-6　水需要の予測

表3-20　水道事業の推計

　給水人口の推計値を表3-20に示します。実績の項で見たように、本市の行政区域内人口は

顕著な減少傾向を示しており、これに伴い給水人口も減少傾向となっていましたが、この傾

向は今後も継続すると予想しています。平成37年度（2025年度）の給水人口は約70,000人

と推計されています。

1. 給水人口
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図3-30　給水人口の推計結果

図3-31　人口及び給水量の推移

図3-32　家庭用使用水量　一日平均給水量　一日最大給水量

　一人あたりの使用水量は、特に大きな変化はないと見込んでいます。
2. 一人一日あたり使用水量及び一人一日あたり給水量

図3-33　給水普及率　有収率　負荷率

　次に、需要の特性を把握するための各種比率を示します。まず、普及率は今後も普及促進

の努力を継続していくことにより上昇していく見込みです。また、有収率も現在やや低めの水

準であるところを継続的な努力により向上していく予定ですが、継続的な努力にもかかわら

ず大きな数値の改善を達成していないため、まずは現実的な目標である80％を目指します。

負荷率は、施設の必要余裕であるため、直近の過去最低の負荷率を計画負荷率として用いま

す。これにより、一日あたりでもっとも急激に需要が伸びた日においても十分に水供給ができ

る能力を備えていることになります。

3. 普及率、有収率、負荷率

　本市の水道施設整備は、平成28年度から平成32年度までの第2次横手市総合計画　前期

基本計画に基づいて計画的に進めていく方針です。

現在推進されている施設整備は、国庫補助事業として簡易水道再編推進事業（統合簡易水

道・統合整備）、生活基盤近代化事業（基幹改良）、生活基盤施設耐震化等交付金（緊急時給水

拠点確保等事業・水道管路耐震化等推進事業）、水道水源開発等施設整備費となっています。

　また、今後の取組として、水道未普及地域解消事業並びに、純単独事業では上水道の配水

池築造や老朽管更新事業等を予定しています。水道の長期的な経営状態は設備投資により

影響を受けることから、これらの内容について整理しておきます。

3-7　施設整備の内容
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表3-21　水道施設の整備計画とその概要

　簡易水道再編推進事業は、対象地区の配水管整備を進めると共に水道未普及地域解消事業

では、増田・雄物川地域を整備していく方針です。

　生活基盤施設耐震化等交付金では、対象地区の老朽管更新を行うと共に重要給水拠点施設へ

のルートの耐震化を図っていきます。

　平成36年度完成予定の成瀬ダム建設工事に対しては、水道水源開発等施設整備費により横手

市分相当額を負担する必要があります。また、市内全域に点在している古い配水管についても、耐

震化の必要性から料金収入によって確保できる資金の範囲内で老朽管更新事業を進めていくこ

とや、老朽化が進行している横手地域配水池は候補地の選定も含め送水管整備や配水池の更新

を進めていく予定です。

　本市水道事業では、給水サービスの対価である水道料金収入が事業収入の90％以上を占めて

おり、水需要の減少は水道事業の収入を減少させ、経営に深刻な影響を与えかねない問題です。

そのため、地域経済の低迷や人口減少の影響で水需要が減少している現在は、事業を行う資金

を確保することが困難な状況になりつつあります。

　一方で重要なライフラインの一つである水道事業は将来に渡って継続されていくものでなけ

ればならず、その事業の性質上、毎年度永続的に安定した水を提供するための施設の維持管理・

更新を行っていく一定の経費が必要です。

　しかしながら、その資金のほとんどを借入金に依存していくと、いずれはその元金や利息の支

払いが財政を圧迫し事業運営そのものが立ち行かくなることは確実で、借入金に依存するので

はなく、少しでも多くの自己資金で賄うことが求められます。

3-8　経営状況の予測

表3-22　経営状況の予測

※H27、H28、H29、H30年に発生すると見込まれる欠損金は、利益積立金により処理することとしている。

　本市では、現時点で年間8 ～9億円程度の建設改良投資を実施しており、今後の設備投資計画

は、表3-21水道施設の整備計画とその概要に示しています。

　そこで需要を想定して収入を計算し、最低限必要な建設改良事業を行う場合を想定して経営

シミュレーションを行い、中期的な経営の見通しを把握します。

　経営シミュレーションは、「財務上の各種条件」を変化させて財務的に事業が継続可能かを判

断する手法となりますが、「財務上の各種条件」は非常に多岐に渡ることから、今回は、諸条件で

経営見通しを行いました。

◆収益的収支
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◆資本的収支

経営シミュレーション諸条件
【消費税】収益的収支は消費税抜き、資本的収支は消費税込みとし、税率改定は考慮しておりません。
【企業債】全額地方公共団体金融機構から借り入れの想定です。
【フレーム値】施設能力、給水人口等のフレーム値は、計画値を使用しています。
　　　　　  なお、算定期間は10年間（Ｈ28 ～37）です。

【職員数】24人で固定しています。
【動力費・薬品費】Ｈ26年度の決算ベースで設定しています。
【企業会計制度】改正後の数値を採用しています。
【修繕費】Ｈ23年度～Ｈ26年度の平均値に予備的金額を加えて設定しています。　　
【委託料】Ｈ26年度決算ベースで設定しています。
【事業費】Ｈ28年度以降、現時点での事業計画を基に配分しています。
【資金調達】他会計繰入、補助金、工事負担金、企業債を事業計画に応じて設定しており、
　　　　　内部留保資金が10億円を下回らないように調整しています。
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第 4 章

課題の分析

4-1　各課題の内容と体系化

　水道事業ビジョンの役割は、これから

の本市水道の目指すべき姿を明確にして

いくことです。しかし、人口の減少などが

水道事業に与える影響はこれまでの経験

に基づく知恵では必ずしも対応できない

難しさがあります。

　本水道事業ビジョンでは、本市水道事

業の歴史的経緯や現状、需要等の将来予

測、他の水道事業体との比較から分かる

特徴等、多面的に課題を整理してきまし

　各専門部会で抽出された求められる特性、真の課題、施策体系を次表にまとめます。

専門部会での課題抽出の様子

表 4-1　各専門部会で整理された要点

たが、現状の延長線上で考えるだけでは将来目指すべき水道の姿を打ち出すことができない

と考えます。

　そこで、本水道事業ビジョンを策定するにあたっては、厚生労働省が新水道ビジョンで打ち

出した『これからの水道が備えるべき視点である「持続」「強靭」「安全」』の3つの視点が重要

と考え、これに合わせた３つの専門部会を立ち上げ、ありたい姿・あるべき姿のイメージを描

き出しました。その中で本市水道事業の目指すべき姿を全職員が参加の下、ワークショップの

手法を採用し、話し合いを重ねながらビジョンの方向性をまとめていきました。
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4-2　「持続する水道」の課題と施策体系
1. 求められる特性

2. 真の課題

　持続の専門部会では「持続する水道とはどのような水道なのか」を考え、「40年先にも経営

を継続できている水道」というイメージの方がより具体的でした。

　持続の専門部会では、そのイメージから求められる特性を導いています。

　持続する水道に求められる4つの特性を実現するため、図4-2に示すように施策群を分類

し、最も大切で根本的な課題である真の課題を集約しました。

　真の課題は以下のとおりです。

　図4-1持続する水道の実現方策のとおり、専門部員から出されたアイデアを分類・体系化

した結果、「持続する水道」は以下の４点を満たす水道です。

図 4-1　持続する水道の実現方策

図 4-2　持続する水道の特性と真の課題

　「持続する水道」には、水道事業の現状と今後の見通しを水道部門の職員の共通認識とし、

さらに施設との対話によって施設の状態を今まで以上に把握し、さらに、お客様とのコミュ

ニケーションの充実を図り水道事業の現状と今後の見通しの認識を共有していく取り組み

が必要不可欠と考えます。　

　第一に、本市水道事業について水道部門の職員が長期的な視点で認識を共有するには経

営戦略、投資・財政計画、具体的な施設整備計画・施設更新計画、危機時の対応などの情報が

整理・整頓され、閲覧・説明さらには職員間で議論ができる環境が必要であり、その環境の充

実によって、水道部門の職員自身が経営の方向性やこれから実施する事業を理解していくよ

うに努めていきます。

　第二に、水道施設との間で認識を共有することは、健康診断のように定期的に点検を実施

し、設備更新実施・点検整備実施からの経過期間に加え、施設の稼働状況を確認して今後の

◯長期を見据えた計画に基づく経営
◯水道の信頼の維持
◯コスト縮減方策
◯収入維持・増加策

水道事業者、水道施設、お客様の間で、水道事業の現状や
長期的な将来の見通しが共通の認識となっていること

【持続する水道に求められる特性】

【持続する水道の真の課題】
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3. 具体的な施策体系

図 4-3　特性と各種施策の関係性（持続）

1：基本経営計画（人口需要予測、経営診断、外部からのアドバイス）
　基本的な経営の方向性を見極めるための計画を準備します。

2：計画的設備投資（施設の見直し、資産の有効活用）
　基本経営計画に基づいて中長期の様々な設備投資を実施します。

3：近隣自治体との広域連携（水源の継続的確保、首長部局や他自治体との協議等）
　近隣市町村との連携は、新たな交付金制度＊54の創設による財源確保や更新施設の統合・

業務の共同化による維持管理費の低減が見込まれます。一方で意思決定の手順について共

＊54 　新たな交付金制度とは、平成27年から施行された生活基盤施設耐震化等交付金制度のことで、水
道施設の耐震化事業のほか、水道事業の運営基盤の強化を推進する広域化に関する事業や促進の
ための交付金制度のことを言います。

設備の維持管理を考慮することです。いわば、水道施設を人間のように扱い「施設と対話」する

ように施設の状態を日常的に観察しながら、故障の前兆を把握することを目指していきます。

　第三に、水道のあり方をお客様との間で共有していくには、市の広報、イベント、ホームページ、

テレビコマーシャル、FM ラジオなどで水道事業者側から情報発信するだけでは不十分です。こ

れからは、双方向性メディア（SNS）や住民サポーター制度、出前講座等を通じてお客さまから

の意見や感想を受信していくことも重要で、そのような取組みを強化して参ります。

有が不十分な面もあるため、市内部で共有化を図りつつ時間を掛けて近隣市町村と協議し

ます。

4：人材配置とコスト縮減策（民間委託、職員数の見直し、その他）
　人材配置の方針を中心に、コストの最適化に向けた取り組みを行います。

５：収入増加策（単価見直し、料金改定）
　有収水量の減少等により、収支見通しが厳しい場合には収入増加策について検討を行い

ます。

６：住民との関係構築（接遇力向上、事故等への迅速対応、情報開示、広報、計画の発信）
　日常業務を確実に執行したうえで、お客様との信頼関係を構築・維持していくよう努

めます。

4-3　「強靭な水道」の課題と施策体系
1. 求められる特性
　強靭の専門部会では、「強靱な水道」を東日本大震災のような大規模災害に直面した場合

でも、可能な限り水道供給が継続できることや想定外の事態にも的確に対処できる水道をイ

メージしています。

図 4-4　強靱な水道の実現方策

「持続する水道」に求められる４つの特性と、各種の施策との関係性を図4-3に示します。そ

の関係性に基づいた持続する水道の施策体系が以下の１～６のとおりです。
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2. 真の課題

　強靱な水道に求められる５つの特性（各種災害を含め）を実現するため、図4-5に示すよう

に施策群を分類し、最も大切で根本的な課題である、真の課題を集約しました。真の課題は、

以下のとおりです。

図 4-5　強靱な水道の特性と真の課題

　図4-4強靭な水道の実現方策のとおり、災害種類も並行で予想し整理した結果、「強靭な水

道」は、以下の5点を満たす水道です。

　強靭な水道は災害に強い水道というイメージですが、どのような災害に対しても水道施

設が被災しないことを目指すのは現実的ではありません。むしろ、応急給水や仮復旧を行

いながら初期段階の断水戸数を減らし、可能な限り迅速に水供給を再開できることの方が

重要です。そのため、修繕資金の準備や人材育成、資機材の準備、緊急時連絡管整備などの

災害時の対応能力の確保が大切と考え、施設投資は災害への対応能力を高めることを目的

に実施します。

　一方、災害は非常事態であり、日常業務をいくらレベルアップしたとしても災害に強い水

道の構築は不可能です。このため、災害時に受ける影響を多面的に予測すると共に、訓練等

を行って臨機応変に対応できる力、つまり水道部門の指揮系統を常に確立するように努め

て参ります。

　本市の強靭な水道は、真の課題のとおり二段構えの取り組みによって実現を目指します。

　事業継続計画（ＢＣＰ）とは
従来の防災計画や危機管理計画でも、断水したとしても戸数を少なく、復旧時間を短縮する対策が取
られてきました。しかし、東日本大震災レベルでは、経営資源（職員・補修資機材・燃料・水処理薬品・
電力・道路網・通信等）が不足する状況を考慮しなければなりません。そこで、各制約が想定される中、
段階的に回復すべき業務レベルとその許容時間を具体的に設定することが求められており、その内
容を事業継続計画と言います。

　「強靭な水道」に求められる5つの特性と各種の施策との関係性を図4-6に示します。
3. 具体的な施策体系

図 4-6　特性と各種施策の関係性（強靭）

◯壊れてもすぐに直せる水道
◯壊れない、災害に耐える水道
◯壊れても応急給水等でしのげる水道
◯情報・人・資金の備え
◯各種災害を視野に入れた計画

【強靭な水道に求められる特性】

被災情報の共有連携と指揮系統の確立
事業継続計画（BCP）＊55により災害への備えが

継続的に行われていること

【強靭な水道の真の課題】

＊55
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4-4　「安全な水道」の課題と施策体系
1. 求められる特性
　安全の専門部会では、現状の水道水は安全であり今後も安全であるように現状を維持す

ることが「安全な水道」に繋がるという認識が確認されました。しかしながら、万一の場合に

安全が損なわれることがあるかもしれないということを念頭に置きながら、求められる特性

を導いています。

　図4-7安全な水道の実現方策のとおり、専門部員から得られた意見を分析して整理した結

果、「安全な水道」は、以下の5点を満たす水道です。

図 4-7　安全な水道の実現方策

◯迅速な異常の検知
◯末端まで一貫した水質管理
◯安全な水を支える人材と組織
◯安全な水を支える施設維持
◯市民との意識の共有

【安全な水道に求められる特性】

　さらに、日常業務を重ねても災害に強いシステムとはならないことから、これら一連の事

前準備を事業継続計画（BCP）として構築し、その実効性を高めていきます。

＊56 　レベル２地震動とは、「過去から将来にわたって当該地点で考えられる最大級の強さを持つ地震
動」を意味します。

1：水道以外も含めた水源確保
　通常の水道水源が被災した場合に備え、井戸や学校プール等の地域のバランスを取った幅

広い水源を確保していきます。

２：災害に耐える浄水場（施設の災害対応力向上のほか、電気や燃料の確保等）
　レベル２地震動＊56に耐える浄水施設や配水池の耐震化、さらに停電時に備え燃料の優先

確保に向けた災害協定の締結を目指します。

３：管路耐震化（管路の耐震化のほか、給水拠点の確保、管路の共有連絡等）

　幹線や重要路線を優先した耐震管への更新を進め、配水系統間の連絡管も災害時の影響

を考慮しながら整備して参ります。

４：資機材確保（応急給水車等、道具の準備）
　応急復旧活動を確実に実施するには、資機材の調達や給水車、給水拠点での簡易水槽等が

必要です。そのための資機材を計画的に準備して参ります。

５：人材の確保
　設備の復旧や修理、管路の破損修理が自らできる職員を確保し、加えて災害箇所・範囲と

規模をいち早く理解し、迅速かつ的確に指示できる職員を確保します。

６：業者確保、対外関係（＋応援・周辺・民間・地域住民）
　大規模震災への復旧活動に対し、地元業者の確保体制を構築しておくとともに、県内外の

水道事業体の応援を効率よく受け入れることが出来る体制を準備し、横手市単独あるいは周

辺市町村と連携し訓練を重ね、指揮系統を確立しておきます。さらに、民間企業との災害協定

や地域住民からの協力体制も併せて構築して参ります。

７：情報の連携（IT 化・予想・情報連携（＋資金））
　監視システムの冗長化やマッピングシステムの精度を高め、災害時の迅速に情報収集でき

るように努めます。さらに、日本水道協会や他の事業体との情報交換が出来るよう日頃から

交流するとともに、災害対応の修繕資金を確保しておきます。

その関係性に基づいた強靭な水道の施策体系が以下の1 ～7のとおりです。
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2. 真の課題

　安全な水道に求められる5つの特性を実現するために、図4-8に示すように施策群を分類

し、最も大切で根本的な課題である、真の課題を集約しました。

　真の課題は、以下のとおりです。

　５つの求められる特性を考慮すると、水道水は安全に供給されているにもかかわらず、お

客様には必ずしも安全だと思ってもらえていない点が最も困難な課題です。

　これを解決するためには、お客様と専門家である水道部門の職員は「安全な水とは何なの

か」について情報交換し、安全な水という価値観を共に作り上げる必要があります。その上で、

水質基準を順守した水の供給維持に加えて「飲むのに全く抵抗感がない水。信頼できる水。」

など、お客様の安心する水道水をより一層追求して参ります。

図 4-8　安全な水道の特性と真の課題

　「安全な水道」に求められる5つの特性と各種の施策との関係性を図4-9に示します。

3. 具体的な方策

図 4-9　特性と各種施策の関係性（安全）

その関係性に基づいた安全な水道の施策体系が以下の1 ～５のとおりです。

1：日常業務のレベルアップ（浄水場等の運転技能、技術の向上）
　浄水場の運転管理や水源の監視等は日常業務務の範囲で管理されています。しかしながら、地

球温暖化による影響から高濁度原水の発生や渇水、ダムでの水質悪化等のリスクが顕在化してお

ります。現在、水安全計画＊57を運用していますが、現状に満足せず、水の安全管理に向けたレベル

アップとリスクマネジメントの向上を目指します。

２：給水工事のレベルアップ
　給水工事指定店や給水装置工事主任技術者＊58への指導等、給水設備での水質の問題を取

り除くための取り組みを推進します。

３：管路のレベルアップ（管網バックアップ、滞留防止、配水能力アップ）
　浄水処理された水道水を末端まで安全に届けるため、管路施設全体のレベルアップを図ります。

４：お客様への情報発信（広報、情報公開、HP、動画の利用）
　安全な水道水を提供するための水道事業者の取り組みについて、お客様に知ってもらうた

めの情報発信をこれまで以上に強化して参ります。

５：安全な水への理解（住民満足・認識の把握と反映、小学生向け教育、大人向け講座）
　水道水にお客様が求める安全がどのようなものなのか、単に技術的課題として捉えるので

はなく、お客様との交流や対話を通じて模索して参ります。

＊57 　水安全計画とは、WHO（世界保健機構）に提唱された水源から給水栓水に至るすべての段階で危
害評価と危害管理を行い、安全な水供給を確実にする行動計画です。横手市では平成26年度に策定し
ています。

＊58 　給水装置工事主任技術者とは、平成8年6月の改正水道法により、従来の「給水装置工事責任技術
者」に代わり、全国統一的な資格として厚生労働大臣により交付される国家資格です。現在、水道工事
店は全国どこの地域でも水道事業者の指定を受けることが出来ますが、その指定要件の一つとして

「給水装置工事主任技術者」を有していることが必要となっています。

お客様と水道事業者の間で安全な水という
価値観が共有されること

【安全な水道の真の課題】
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第 5 章

具体的施策と目標設定
　〈第4章 課題の分析〉では、持続・強靭・安全の真の課題を克服する施策体系を整理してお

ります。

　一方で、それぞれの部門での施策は関係性も高いため、それらの連携・関係性の整理作業

を行い、その結果まとまった施策体系を表5-1に示します。表5-1のとおり施策は大別して1〜

9の大項目で整理されており、それぞれに小項目を持ちます。

　また、第5章では小項目（個別施策）ごとに、担当する部課、おおよそのコスト、実施時期、施

策の達成度を測るモニタリング指標＊を設定します。

表5-1　総合的な施策体系

5-1　全体計画の共有と更新

　なお、以下には施策番号ごとに担当・関連項目・期間・おおよそのコスト・今後10年間のスケ

ジュールを施策シートで示しています。施策シートは以下の内容で構成されています。

　担当は、平成27年度の組織でどの課あるいは係が主体的に取り組むのかを示し、関連項目

は、他の施策番号で関連する施策を示します。また、今後10年間のおおよそのコストを想定し、

★印の数＊で表現しています。スケジュールは、ビジョンの目標期間の平成28年度～平成37年

度にどのような行動や取り組みを行うのかを時系列で示しています。

【大項目】 全体計画の共有と更新(1)　　【小項目】 現状認識と課題の共有

　水道部門の職員が水道事業の現状と課題に関する意識を共有し、各種施策の連携の大枠

の基になる水道事業ビジョンを定めます。

施策番号5-1-1

＊モニタリング指標の分類
　【全体進捗指標】ビジョンの本質に関わる総体的な取り組み（緑）
　【プラン策定運用を評価】計画の策定を起点として計画にもとづいて事業を進捗すべき取り組み（紫）
　【具体的活動度の評価】本市において重要と思われる、より具体的な取り組み（青）
　【期限を定めない取り組み】モニタリングの対象外（赤）

＊★印の数とコストの目安
★　 ：300万円未満
★★ ：300万円以上 1千万円未満

★★★　　：1千万円以上 5千万円未満
★★★★　：5千万円以上 5億円未満
★★★★★：5億円以上の投資コスト

【指標1】　水道事業ビジョンの進捗管理度（全体進捗指標）

【大項目】 全体計画の共有と更新(2)　　【小項目】 簡易水道統合計画
施策番号5-1-2
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　ダム水・河川水を使用しないエリアでは、水質の良い既存の水源状態を確認し、必要に応じ

て水源の整備・更新を行いながら管理していきます。

施策番号 5-1-3
【大項目】全体計画の共有と更新(3)　　【小項目】周辺既存水源の確保

【指標2】　簡易水道統合による運転コスト削減（具体的活動度の評価）

【指標4】　持続的経営に向けた連携度（具体的活動度の評価）

【期限を定めない取り組み】上記施策はモニタリングの対象外となります。

【指標3】　安定水源の確保と維持管理費の削減（具体的活動度の評価）

5-2　広域圏での連携・交流

　国の新水道ビジョンや新たな交付金制度が設立されたことを踏まえ、広域圏での水道事

業経営や将来の水道システムについて他事業体との連携を模索します。そのための第一段階

として県南地区で座談会の設置を呼びかけ、意見交換を開始する体制づくりを始めます。

施策番号 5-2-1
【大項目】 広域圏での連携(1)　　【小項目】 広域圏での水道事業経営の連携

　広域圏での水道施設全体の構成を合理的に再構築していくことを協議しながら、水源・水

利権の活用を検討していきます。

施策番号 5-2-2
【大項目】 広域圏での連携(2)　　【小項目】 広域ダム水源の確保

　簡易水道については経営面の統合は実施済ですが、施設の統廃合については今後、水需要

や広域連携を勘案しつつ施設整備を実施します。
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5-3　施設整備計画の策定

　最新の国勢調査をベースに水需要予測を実施し、適正な事業計画（施設設備の統廃合・更

新計画・未普及地域の整備）により、施設整備の優先度と投資の影響を明確化します。さらに

アセットマネジメント（AM) の活用で、施設資産面での経営改善活動を実施していきます。

施策番号5-3-1
【大項目】 施設整備計画(1)　　【小項目】 事業計画の精査と経営の影響評価

【大項目】 施設整備計画の策定(3)　　【小項目】 災害に強い水道施設の実現
　災害に強い水道システムを整備する視点で施設機能のチェックを実施し、水源や浄水場の機能、

配水池の貯留量等を評価して災害に強いかどうかの判断を行い、弱点の補完を行っていきます。ま

た、水道以外の水源調査では、市の危機管理担当課との連携のもと代替水源の確保の可能性も評

価しておく必要があり、ここでは特に地震対策及び河川に近接した浄水場の洪水対策（電気設備の

高台移転等）について、重点的に取り組んでいきます。

施策番号5-3-3

【指標5】　経営・事業計画の策定と運用①（プラン策定運用を評価）

【指標6】　情報管理と情報蓄積（具体的活動度の評価）

【指標7】　水道システムの弱点解消度（具体的活動度の評価）
【大項目】 施設整備計画の策定(2)　　【小項目】 情報整備

　施設情報のデータベース化を進め、アセットマネジメント（AM) の基礎資料を作成してい

きます。施設などの情報は予め整理（マッピングシステム、仕切弁情報等）されていることから、

現状施設の登録データの精度向上のほか適切な日常運用、運営状況等や災害対応力もデー

タで管理できるように整備していきます。

施策番号5-3-2
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【指標10】　断水期間の短縮と拠点病院までの管路耐震化（具体的活動度の評価）

【指標8】　経営・事業計画の策定と運用②（プラン策定運用を評価）

5-4　管路更新・耐震化計画

　管路更新耐震化計画は平成34年度を目標年度とした具体的作業計画が策定済であるため、こ

れに基づいて更新作業を進めていきます。また、平成35年以降は経年化した導水管や塩化ビニル

管を更新していきます。

施策番号5-4-1
【大項目】 管路更新耐震化計画(1)　　【小項目】 当面の更新計画

＊上記指標は、参考として取り扱う

【大項目】 管路更新耐震化計画(2)　　【小項目】 災害に強い管路の構築

　災害に強い管路を実現するための管路整備計画を策定し、これに基づいて効果的な耐震

化を進めて参ります。具体的には管路の耐震化、隣接水道事業体との連絡管の整備、給水拠点

（整備を進行中）への耐震管整備等が挙げられます。そのため平成32年の緊急時給水拠点確

保等事業終了後には、災害に強い管路構築の検討を開始します。

施策番号5-4-2

　施設更新計画、広域連携、施設統合計画などの全般的な情報の蓄積ができた段階で、より根

本的な事業改善を目指した全体計画の見直しを行います。

　特にアセットマネジメント（AM) によるデータ蓄積を受け、ダウンサイジング（規模縮小）や施

設統廃合を念頭に、エネルギーの省力化やコスト低減を目指し、継続的に推進していきます。

施策番号5-3-4
【大項目】 施設整備計画の策定(4)　　【小項目】 次世代投資計画

【指標9】　経営・事業計画の策定と運用③（プラン策定運用を評価）
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管洗浄前の状況写真 洗管作業状況 洗管後ライニング状況

5-5　計画的な経営改革

　投資・財政計画を策定し、経営分析などを起点にしたアドバイザリー等、外部コンサルを活

用することも視野に入れながら、経営改善活動を具体化していきます。

　投資・財政計画を受け、財政支出に見合った料金水準の適正化、料金体系の見直しを行い

ます。また、必要性が認められる範囲で一般会計からの支援（基準外繰入）を市長部局と協議

していきます。

施策番号 5-5-1

施策番号 5-5-2

　収入増を目的に遊休資産の売却、ボトル水や小水力・太陽光発電、融雪への流用、大口需

要家や観光客の誘致拡大等のアイデアを検討し、市全体の企画等と連動して実施の機会を

探っていきます。

施策番号 5-5-3

【大項目】 計画的な経営改革(1)　　【小項目】 経営戦略の策定

【大項目】 計画的な経営改革(3)　　【小項目】 その他あらゆる収入増加策の検討

【大項目】 計画的な経営改革(2)　【小項目】 料金体系、水準の見直し、一般会計支援の交渉

【指標12】　経営・事業計画の策定と運用④（プラン策定運用を評価）

【期限を定めない取り組み】上記施策はモニタリングの対象外となります。

工業団地への誘致企業 第二工業団地への企業誘致

【大項目】 管路更新耐震化計画(3)　　【小項目】 管内水質の管理機能向上
　管路更新耐震化計画の推進を通じて基礎データを収集し、次の管路更新耐震化計画に繋

げていきます。その際、管内停滞水や濁水を削減するための管口径の見直し（ダウンサイジン

グ）のほか、管洗浄等の実施について方針を定めます。

施策番号5-4-3

【指標11】　管内水質の向上具合（具体的活動度の評価）
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【大項目】 人材適正配置と民間委託の活用(1)　　【小項目】 現状分析と当面の可能性

【大項目】 人材適正配置と民間委託の活用(2) 
【小項目】 業務分析による抜本的な人員計画

5-6　人材適正配置と民間委託の検討

　委託している業務の効果の確認、委託余地の検討、施設の統廃合予定等から人員数最適

化の検討を実施し、民間委託の範囲や可能性について検討していきます。

施策番号5-6-1

　人員を削減してもノウハウの喪失等の問題をカバーできる方策を見定め、戦略的に適正な

人員配置と民間委託を検討します。アセットマネジメント（AM) と同時に業務記録の蓄積か

ら着手し、分析、作業研究等一連の活動を通じて検討を実施していきます。

施策番号5-6-2

【指標13】　人材配置・技術継承と官民連携（プランの策定運用を評価）

【指標14】　事故記録の蓄積具合（具体的活動度の評価）

5-7　災害対応力の向上

　電気設備やポンプ設備のトラブル・管路事故情報の蓄積・データベース化を行い、各種活

施策番号 5-7-1
【大項目】 災害対応力の向上(1)　　【小項目】 事故情報のデータベース化

　災害対応力を高める管路の耐震化や施設耐震化等の強靭化の取り組みを整理し、事業継

続計画(BCP) として体系化していきます。さらに同時進行で進める訓練・資機材の準備・他団

体との災害協定等の各種災害対応策も総括していきます。

施策番号5-7-2
【大項目】 災害対応力の向上(2)　　【小項目】 事業継続計画(BCP) の作成

【指標15】　事業継続計画（BCP）の策定と運用（プランの策定運用を評価）

動の基礎情報として活用していきます。
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【大項目】 災害対応力の向上(4)　【小項目】 災害時の連携の確保

【大項目】 災害対応力の向上(5)　【小項目】 外部応援企業との連携（１）

【大項目】 災害対応力の向上(3)　【小項目】 災害時の連携の確保
　市全体との災害時の連携を確保するために災害時連携の手順を確認し、無線などの連絡

機材を確保し、訓練を行います。また、市長部局（民生委員の訪問など市の活動）や近隣事業

体・外部組織との連携、対応内容の規定、情報伝達手段等を定めておきます。

施策番号5-7-3

　非常時に適切な復旧を指揮することや配管や電気設備の応急修繕を直接作業すること、

災害査定の申請に必要な被災状況の記録作成等が確実にできるよう人材の育成確保・訓練

を行って参ります。また、事業継続計画（BCP）に基づき、災害時に必要な資機材を見極め、そ

の確保を進めていきます。

施策番号5-7-4

　水道施設の復旧に向けて、業者との連携を高めスムーズに修理対応をできるようにしてい

きます。また、管路の復旧には業者との協定等により復旧作業員と重機の優先的確保を図り、

非常時に迅速な応援を受けられるよう事前に準備していきます。また、各地域2社以上との協

定締結を目標とし、非常時における電気・燃料・薬品の確保の手立てについても検討し、災害

時応援協定等の形で対応を明文化していきます。

施策番号5-7-5

【指標16】　災害時の「ひと・もの」の準備具合（具体的活動度の評価）

【指標17】　水安全計画の策定と運用（プランの策定運用を評価）

5-8　安全な水のための日常の取り組み

　平成26年度に策定した主要浄水場の水安全計画に基づいた水道施設の運用を行い、ノウ

ハウを蓄積して行動計画として確立していきます。さらにレビューを重ねながら、地球温暖化

に伴うリスク抽出を行い、そのリスクをコントロールする施策を水安全計画に反映していき

ます。

施策番号5-8-1
【大項目】 安全な水のための日常の取組み(1)　【小項目】 水安全計画の策定

施策番号5-8-2
【大項目】 安全な水のための日常の取組み（2） 　【小項目】 水道施設運営における技能向上
　水道施設の運営上の判断は職員の経験に依存しているため、これを継承発展させていき、

管理者の判断能力も確保していきます。特に高濁度対応力を有した主要浄水場の運転管理は

浄水処理や水質に関した内外部研修会を取り入れ、併せて業務を通しての訓練（OJT）による
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【大項目】 安全な水のための日常の取組み(3) 　【小項目】 浄水場運転ノウハウのマニュアル化

【大項目】 給水工事のレベルアップ　【小項目】 給水設備の施工・管理向上

　各浄水場の運用のノウハウを継承可能な形にするため、マニュアル化を進めていきます。

施策番号5-8-3 バイオアッセイと水質計器（大沢浄水場水質検査室） 見学者への説明用ボード（大沢浄水場）

　給水工事施工基準の整備、給水工事主任技術者向けの講習制度や勉強会の実施、給水工

事の評価・表彰制度等を総合的に整備し、水道整備の弱点となりがちな給水設備の施工・管

理レベルの向上を図っていきます。

施策番号5-8-4

【指標18】　組織と人材の能力向上具合（具体的活動度の評価）

5-9　情報発信とお客様との交流

　市の広報課と連携するシティプロモータ制度＊59を通じて、積極的に情報発信をしていきま

す。ホームページやメール等のメディア、テレビCM でのPR、広報車や防災無線等のさまざま

な方法で情報提供をしていきます。

施策番号5-9-1

＊59　シティプロモータ制度とは横手市役所内の各課に1名ずつ配置され、横手市の媒体を最大限活用し
各課の取り組みをこれまで以上に分かりやすく、きめ細やかに広報していく制度です。

【大項目】 情報発信　【小項目】 市と連携した情報発信

判断能力の継承に努めていきます。

　アンケート調査を今後も継続的に実施し、お客様の求める水道の姿を探っていきます。

施策番号5-9-2
【大項目】 お客様の声の収集と反映（1）　【小項目】 アンケートの実施

　水道を身近に感じられる様々な提言をいただけるように水道モニターを募集し、その結果

施策番号5-9-3
【大項目】 お客様の声の収集と反映（2）　【小項目】 アンケートの実施
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　地域住民との災害時情報を伝えるための活動、被災情報などをお客様から収集できるよ

う災害時におけるコミュニケーションについて体制整備を行っていきます。

施策番号5-9-5
【大項目】 お客様との直接交流（2）　【小項目】 災害時のコミュニケーション

　出前講座の実施、双方向性メディア（SNS）の活用を推進していきます。また、マナー向上、対

顧客コミュニケーション能力の向上を図りつつお客様との交流を深めていきます。

施策番号5-9-4
【大項目】 お客様との直接交流（1）　【小項目】 水道講座等

耐震水道管モデルの説明
小学4年生向け出前授業の様子

（市立朝倉小学校）

を事業に反映し、モニターの結果を市報・ホームページで公開していきます。

　お客様との交流をさらに進め、意見の収集にとどまらず、水道事業の経営や技術に興味を

持つようにお客様へ水道事業の取り組みを積極的に発信し、最終的にお客様と水道のあり

たい姿・あるべき姿を共有できるような関係の構築を目指していきます。

※お客様との意識の共有はビジョンの最終到達目標であり、5-1-1が起点とすれば、5-9-6が到達点です。
※【指標20】情報発信とお客様との交流 については、具体的活動である5-9-1 ～5-9-5のモニタリング、
　【指標19】のモニタリング項目をベースに、5-9-6課題意識の共有を評価しています。

施策番号5-9-6
【大項目】 お客様との直接交流（3）　【小項目】 課題意識の共有

【指標20】　情報発信とお客様との交流（全体進捗管理）

【指標19】　お客様との関係性変化の評価（具体的活動度の評価）
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今後の取り組み

6-1　ビジョンの総括

6-2　ビジョンの進捗確保とレビュー

　一般の水道事業計画は、現状からある程度見通せる範囲の見通し（おおよそ10年～15年

程度）を踏まえ、これに対応する方法を決めていきます。しかし、水需要の減少が本格化し、長

期的な見通しは決して楽観視できない時代では、現状の延長線上で水道事業の運営を考え

ていては、次の世代に水道事業をつなぐことはできないと考えます。このような点から、事業

計画とは別に水道事業ビジョンを策定する意義があります。

　課題の解決の起点は「課題があること」を認識することです。課題が正しく把握されていれ

ば、解決へ向けて動き出します。しかし、様々に見える課題は互いに原因と結果の関係を成し

ており、複雑になっています。このような複雑な問題を解決するためには、最も根本的な「真

の課題」が何かを見出すことが大切です。

　本水道事業ビジョンの策定では、持続、安全、強靭、の3つの専門部会を設置し、それぞれの

視点から「真の課題」を見出すために検討を重ねました。3つの専門部会が見出した「真の課

題」を並べてみると、水道に関わるあらゆる関係者の間で認識を共有して連携を実現するこ

との難しさが見て取れます。しかし、そのことが共通の「真の課題」であり、同時にこれを実現

することで「理想像」に近づくと考えます。

　本市の水道事業ビジョンは、水道部門の全職員とお客様センターの代表が参加し、自らの

手で策定しています。実際には、業務上の負担も考慮しながら1年半に渡り、日常業務の間に

専門部会を複数回開催し、水道部門の全職員とお客様センターの代表が策定過程で感じた

課題感を念頭にアイデアを出し合い、出されたアイデアの中から方向性を選ぶ方法をとって

います。

　また、本市は平成17年に市町村合併を経ており、旧市町村の記録が散逸する場合も考えら

れました。今回のビジョン策定は、水道事業や施設の現状の情報を整理し、散逸を防ぐ良い

機会となりました。こうしてとりまとめた情報は、今後の活動において貴重な記録となると考

えます。

　今後、水道部門の職員は策定したビジョンを掲げて日常業務や緊急対応に当っていく訳で

すが、困難に立ち至ったとき、このビジョンで見出した「ありたい姿・あるべき姿」に立ち返え

ることで、進むべき方向性が見出せるものと思っております。

　本来、ビジョンとは長期的な視点であるべき姿を考えるものであり、目標年度の定めは必

要ではありません。しかし、時代の趨勢にあわせてビジョンを検証し、ビジョンの軌道修正を

行うこともまた必要です。

　本水道事業ビジョンでは、10年先の具体的な対応事業の実施目標として平成37年度を目

標年度としていますが、実施していく個別具体策は、おおよそ３カ年程度の実施単位をとって

います。そこで、今後のプロジェクトのモニタリング及びビジョンの見直しスケジュールにつ

いて、以下のように設定します。
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1　横手市水道事業ビジョン策定要綱
1-1　横手市水道事業ビジョンの位置付

1-4　ビジョン策定委員会の庶務

1-5　ビジョンに記載する基本的事項

1-2　横手市水道事業ビジョン策定の目的

1-3　ビジョン策定の組織体系

　水道事業者は、人口減少社会の中でも長期的視点と戦略的な視点から事業計画を立案し、給水区域の利用者
に対して事業の安定性と持続性を示していくことが求められる。さらに、水道事業の監督責任を有する厚生労働
省に対し、水道法に基づき横手市自身が水道事業を担う運営基盤や技術力を有しているということ、将来のある
べき姿を追求する姿勢を保持していることを証明し、厚生労働省から「事業認可」を受けなければならない。
　従って、「横手市水道事業ビジョン」は水道事業者が自らの策定する水道事業のマスタープランとして位置付け
され「持続」「強靭」「安全」の各方策を盛り込んだ事業経営上の将来像として公表する責任を有している。

　厚生労働省は、平成25年、その後の人口減少時代の本格到来や東日本大震災という大きな経験を活かす視点
などに鑑み、従来のビジョンの改訂ではなく新しい時代に求められる課題に挑戦するため、新しいビジョン（新
水道ビジョン）を策定公表するに至った。
　新水道ビジョンでは、これまで国民の生活や経済活動を支えてきた水道の恩恵をこれからも享受できるよう、
今から50年後、100年後の将来を見据え水道の理想像を明示している。さらにその理想像を具現化するため、今
後当面の間に取り組むべき事項、方策を提示し、水道事業者のみならず、国、都道府県、市町村等の行政機関、首
長、議員、水道の設置者、水道の関連団体、民間企業、大学・研究機関、水道を利用する住民等、幅広い関係者との
間で今後の水道の理想像を共有し、役割分担に応じた取り組みに挑戦していくべきであると提示している。
　今般横手市は、水道事業ビジョンの見直しの時期を迎えており、前回の地域水道ビジョンで取り決めした施策
の達成度や効果を検証することとした。その一方、横手市は厚生労働省が新水道ビジョンで大きな環境変化とし
ている人口需要の長期的な動向、東日本大震災の経験から長期的な水道の理想像をあらゆる関係者との役割を
明確にしながら、共同で築きあげていく視点を取り入れていくことが重要かつ必要と考えている。
　横手市水道事業ビジョンの策定では、このような背景を踏まえ、横手市の地域水道ビジョンを改定した「横手
市水道事業ビジョン」を策定する作業を通じ、新水道ビジョンの視点に沿った理想の水道のあり方を模索してい
くとともに、水道を支える関係者との連携をこれまで以上に進め、職員自らが横手市水道事業のあるべき姿に切
り込んでいき、職員の資質向上と外部の幅広い関係者との関係構築の礎とするものである。

　策定委員会の庶務は、上下水道部水道課及び支援業者水道技術経営パートナーズで処理する。

①事業の現状評価・課題抽出
　横手市水道事業の歴史・沿革を踏まえ、現状を定量的分析・評価し、安全で強靭な水道の持続に向けた課題
を抽出する。その際、地域行政の実情、事業の沿革、周辺市町村との関係性、地域と水との関わりを整理しておく。

②将来の事業環境の認識
　事業の内外部環境（人口・施設の効率性・水源汚染・利水状況・施設老朽化・資金確保・職員数）について将
来像を予測する。その際、事業規模の縮小、施設の再配置、高濁度原水や産業排水による汚染、渇水への対策を
検討し、料金収入の低迷、行政改革等による職員数の減少についても現実を直視することに留意する。

③地域の水道の理想像と目標設定
　地域の水道を取り巻く環境に対応し、水質基準に適合した必要な量の水道水を合理的な料金で誰もが利用し
続けることができるという理想像を事業ガイドライン（PI 等）により目標を設定する。その理想像は、利用者に対
して親しみを持ってもらうために標語等で端的に表現する。さらに、目標も施策ごとに数値化し、達成期限を明記
することに留意する。

④推進する実現方策
　設定した目標を達成するため、持続にはアセットマネジメント、安全には水安全計画、強靭には耐震化計画を
戦略的ツールとして採用し、具体的方策を記載する。その際、アセッマネジメント、水安全計画、耐震化計画等が未
実施の場合は、着手時期を明示し、実施済みの場合は、活用方針について記載する。また、中小事業体は広域化や
官民連携による人材の確保、施設の効率的な配置、経営の効率化等の運営基盤強化に向けた工程を記載する。連
携方策では内部の利害調整、事業の再編や近隣事業体との連携にどのように着手するかを具体的に記載する。

⑤検討手法とフォローアップ　
　検討手法やスケジュール、一般への公表、国への送付、策定後の定期的評価について記載する。その際は水道
事業ビジョンに掲げた方策を推進する人事体制の構築や人材の育成に努め、秋田県水道整備基本構想（県ビジョ
ン）に示された方向性に配慮し、利用者である第三者の意見も聴取し反映させる。さらに、雄物川流域を構成する
水道事業体の水道事業ビジョンの動向を調査し、整合を図りながら水道事業の目指すべき将来像について流域
を構成する水道事業体とともに共有化する。

⑥専門部会の組織と構成
　専門部会は、策定委員会から指名された部会長、副部会長及び公募や各課より推薦を受けた職員で構成する。
専門部会の構成は、持続に関する専門部会・強靭に関する専門部会・安全に関する専門部会とする。

　横手市水道事業ビジョン策定委員会（以下、策定委員会）は、外部の学識経験者（経営部門）、外部の学識経験者
（技術部門）、経営協議会会長、流域水道事業体の代表、内部の策定委員として、横手市上下水道部長、横手市上下
水道部次長、経営管理課長、水道課主幹の8名により構成する。策定委員会の委員長および副委員長は、各委員
の互選により決定する。
　また、策定委員会が所掌する事項は①水道事業ビジョンの策定及び改訂に関すること、②主要施策の総合調
整、③その他 とする。
　策定委員会は、委員長が招集するものとし、策定委員会は、専門的及び実務的事項を調査研究させるため、専
門部会を設置し、各専門部会の専門部会長および副部会長を指名する。
　なお、専門部会のメンバーは、上下水道部職員および水道お客様センターの職員とし、内部策定委員が専門部
会・ワークショップ（WS）に参加できるものとする。

1-6　専門部会の検討項目
　専門部会は、所掌する分野における政策課題を主体的に検討し、50年後、100年後を展望した水道事業のビ
ジョンを描くとともに、目標を達成するための具体的な施策を検討する。以下は各部門の課題事例である。

　長期人口減少社会での水道システム再構築／長期に渡る人口減少と高齢化の進行は、社会経済システムの根
本的な変革により克服すべき変化である。人口減少により給水収益は期待できず、人口構成の変化、ニーズの変
化を踏まえた水道事業者側のきめ細やかな対応が不可欠である。

①持続に関する専門部会　（政策課題事例）
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1-7　専門部会長の役割
　専門部会長は、策定委員会から指名を受けた職員とし、必要に応じて各課、各係から専門部会メンバーの会議
およびワークショップ等への出席を求めることができる。専門部会長は、専門部会を統括し会議の議長となる。
副部会長は、部会長に事故があるときはその職務を代理する。
　また、専門部会長は、専門部会の検討結果を報告書として作成し策定委員会の委員長に求められる期日までに
提出する。

検討対策／①施設投資の効率化・重点化：既存施設の状態監視データを基に健全性を評価し、重要度と
老朽度から優先順位付けし、ICT を利用した施設への高度化も視野に入れ、再構築とする。②人材の質
向上への投資：職員には実務的研修を義務付け、OFFJTとして研鑽を積む技術職員への助成を行う。また、
中核事業者との人事交流を図り常に切磋琢磨する意識を持たせ、技術力の向上を図る。③需要者との共有
意識の醸成／水道事業者が積極的に利用者にアプローチを行い、アセットマネジメントの算定結果を公
表・説明する。

　災害に強くしなやかな水道システム／技術の向上により、耐震強度も高いレベルが求められている。一方、耐震
への備えが完了する前に被災する可能性も高く、その場合公衆衛生の確保や生命の安全確保のため給水義務が
生じる。

　水道は、水源から給水まで多くの施設を通り需要者に供給される。その過程で何が危害の原因となっているの
かを明確にし、その危害を排除するための管理点により重点的・継続的に監視を行うことが大切である。

検討対策／①耐震化計画の策定：被災時の機能を考慮した施設重要度を設定し、診断結果と被害予測に
より策定する。②応急給水対策：給水車、簡易水槽、発電機、管材料等の資機材は、数量を確保し、追加供
給策と保管場所を定めておく。その上で、給水基地と応急給水拠点を定め、概ね４時間以内に給水を始め
る。③事業継続計画の策定：職員・補修資機材・燃料・水処理薬品・電力・通信等の不足が想定される中、
段階的に回復すべき業務レベルとその許容時間を具体的に設定し、その実施体制を整えておく。

a. 水質管理上の検討項目
　水質管理の危害となる水質項目は水質基準51項目、水質管理目標設定26項目、残留塩素、耐塩素性病
原生物、油、アンモニア態窒素、他汚染物質である。
b. 運転管理上の検討項目（急速ろ過の事例）
　監視と確認の徹底：管理方法は、原水特性と浄水処理方法に応じた水質監視を実施し、安全で良質な
浄水が製造されているのかを確認することが基本。
　●水質管理方法／通常時は、各着目点に応じ①ジャーテストを用いた凝集剤の適正注入、②残留アルカリ度10
～20mg/LとPH値7程度とした適正な凝集範囲の維持、③沈澱上澄み水は2度以下での管理、④逆洗ではスロー
スタート・スローダウンの徹底等を実施する。また、クリプトが上流都市や処理場内で検出された場合は、①送
配水の緊急停止、②利用者への広報、③他系統からの応急給水等の対応が大切。　
　●想定リスク／急速ろ過処理の水源は、河川表流水が多い。水質の急激な変化が生じる恐れがあるが、全ての化学
物質をリアルタイムで監視することはできず、水質事故が広範囲に広がるリスクが生じる。
管理方法／利根川での HMT 漏洩事故は、流域での連絡網と高度処理設備が断水被害を最小化した好事例である。
その経験から、①事故対応マニュアルの改善、②流域内原水水質の情報網構築、③広範なリスクに対応可能な高度
処理設備の導入、④浄水濁度を低減可能な施設導入を順次実行しリスク低減を図る。

2　ビジョン策定委員会及び専門部会名簿
平成26年度横手市水道事業ビジョン策定委員会

太田策定委員長のあいさつ

第１回策定委員会（Ｈ26．11．6）

②強靭に関する専門部会

③安全に関する専門部会（政策課題事例）

【持続】に関する専門部会（８名）

平成26年度横手市水道事業ビジョン専門部会名簿

1-8　専門部会の庶務
　専門部会の庶務は、水道課計画整備係において処理する。
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【強靭】に関する専門部会（8名）

【安全】に関する専門部会（9名）

平成27年度横手市水道事業ビジョン策定委員会

平成27年度横手市水道事業ビジョン専門部会名簿

【持続】に関する専門部会（8名）

【強靭】に関する専門部会（8名）

【安全】に関する専門部会（8名）
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【平成26年11月2日　第1回横手市水道事業ビジョン策定委員会】
　委員への委嘱状の交付、策定手法への同意。

【平成27年3月26日　第2回横手市水道事業ビジョン策定委員会】
　中間案の審議。

【平成27年12月21日　第3回横手市水道事業ビジョン策定員会】
　ビジョン素案の審議。

【平成27年9月24日　調整会議1】
　愛称・表紙、市長あいさつ文の修正、理想像のイラスト化、進捗指標の再検討、専門用語の解説、首長部局との協議等。

【平成27年10月9日　調整会議2】
　モニタリング指標について山口案を軸に検討開始、有収率の目標値を設定、横手市経営状況予測の協議。

【平成27年10月16日　調整会議3】
　経営状況予測の決算書との整合、政策会議提出資料の協議、第５章施策内容の協議。

【平成27年10月28日　調整会議4】
　モニタリング指標の詳細について、方向性を協議。

【平成27年12月15日　調整会議5】　ビジョン素案の協議。
【平成28年1月8日　調整会議6】　第3回策定委員会の提言および、パブリックコメントの日程について協議。

【平成27年8月17日経営企画部門・財政部門との協議１】
　ビジョンの概要説明、一般会計からの法定外繰り入れに関する意見交換。

【平成27年10月19日経営企画部門・財政部門との協議２】
　ビジョン素案と料金値上げ、法定外繰り入れに関する協議。

【平成27年11月2日　政策会議】
　ビジョン素案を提示し、ビジョンの方向性について了承を得る。

【平成27年11月6日　市三役との協議】
　水道事業経営戦略について、説明を行う。

【平成27年11月24日　産業建設常任委員会】
　ビジョン素案を提示し、方向性について了承を得る。

【平成27年12月8日　議会全員協議会】
　ビジョン素案を提示し、方向性について了承を得る。

【平成28年1月18日　政策会議】
　ビジョン案および経営戦略を提示し、成案として了承を得る。

【平成28年1月27日　議会全員協議会】
　ビジョン案および経営戦略を提示し、成案として了承を得る。

【平成28年2月4日　経営協議会】
　ビジョン案および経営戦略を提示し、成案として了承を得る。

【平成27年2月10日　秋田県生活衛生課】
　ビジョン策定体制と中間案を提示し、県ビジョンとの方向性について協議を行う。

【平成27年10月26日　秋田県生活衛生課】
　ビジョン素案を提示し、秋田県からの意見を得る。

【平成27年12月22日　秋田県生活衛生課】
　ビジョン素案が第3回策定員会（最終回）にて了承を得たことを報告し、今後のスケジュ―ルについて協議を行う。

【平成28年2月5日　秋田県生活衛生課】
　ビジョン案が横手市経営協議会にて了承を得たことを報告し、パブリックコメントの募集の日程について説明
する。

【平成28年3月7日　秋田県生活衛生課】
　意見募集（パブリックコメント）が無かったことの報告と厚生労働省への送付及び公表に関する協議を行い、了
承を得る。

【平成26年10月2日　第1回専門部会】
　ファシリテーションの基本を学び、各部門での最初の問い掛けを決定。

【平成26年10月31日、11月4日　専門部会・WS1】
　ファシリテータを専門部会長が務め、部門のテーマについて、カテゴリーに分類し、さらにカテゴリー単位で
深堀作業を実施。

【平成26年11月18日、20日　専門部会・WS2】
　繰り返し出てくる課題や繰り返し出てくる施策について意見を出し合い、意見を分類し、なぜ繰り返されるの
か、その理由を抽出。

【平成26年12月3日、4日、５日　専門部会・WS3】
　両立し得ない、相反する課題と施策を抽出し、どちらがより根源的かを考える作業を実施。

【平成26年12月16日、17日　専門部会・WS4】
　事態の抜本的な解決につながる取り組みとは何か？、そのことから全体の根源をなす課題を絞り込み、根源的
課題が真の課題なのかの検証を実施する。さらに、専門部員より真の課題の解決に向けた意見の抽出を行った。

【平成27年2月18日～20日　先進地視察 山口県光市 みずみらい広島】
　直営作業のビジョンの策定及び官民出資による水道運営会社の設立経緯を学ぶことを目的に視察。

【平成27年3月2日　先進地視察報告会
　視察の感想およびビジョンへの反映について報告。

【平成27年3月3日、5日　第2回専門部会】
　中間案を確認し、横手市水道事業ビジョンの愛称、目標期間について協議。また、真の課題に至るまでの抽出
経過について再確認を実施。

【平成27年5月14日　専門部会・WS5】
　昨年のアイデアを整理し、「実行目標」推進の活動の関係性を明確にする。

【平成27年6月11日、12日　専門部会・WS6】
　着手の容易さ×効果の大きさで施策群を優先順位付けし、その達成のための必要な経営資源（ヒト、資金）と
スケジュールを具体化する。

【平成27年6月30日、7月1日　専門部会・WS7】
　専門部会間の調整（施策のサムアップ）を行い、キャッチコピー（愛称）の選定を実施する。

【平成27年8月4日　専門部会・WS8】
　WS の成果を素案用テンプレートに落とし、その確認を実施する。

【平成27年10月20日　第3回専門部会】
　ビジョンの素案を専門部員全員で確認する。

3　策定委員会・専門部会及び各方面調整等の活動経過
3-1　策定委員会の経過

3-3　策定委員・専門部会調整会議の経過

3-4　首長部局・市議会・経営協議会との協議の経過

3-5　秋田県生活衛生課との協議の経過

3-2　専門部会（ワークショップ活動）の経過
第3回策定委員会（Ｈ27．12．21）
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（１）創設期
　横手市中心部である横手地域は、かねてより水量不足や水質悪化に悩まされ、水神様を祭る風習（「かまくら」
の小正月行事）が約400年に渡り続けられてきました。しかし、戦後人口が増加することに伴い衛生環境も次第
に悪化し、腸チフスや赤痢が蔓延（罹患者397名、死亡者30名）したため、水道創設の機運が高まり、昭和26年9
月27日の市議会において満場一致で上水道の創設が承認されたことが横手地域水道事業の始まりです。
　市議会の後押しと市民の良好な衛生状態への期待のもと、横手地域の水道事業は、昭和27年1月に計画給水
人口27,000人、計画１日最大給水量6,200㎥ / 日の認可を受け、昭和29年8月に給水を開始しています。当時は
地下水を原水として送水ポンプ場と愛宕山に配水池を築造し、昭和35年まで給水を続けております。

（２）拡張期
【第1期拡張期（昭和32年～昭和36年）】
　横手地域では、昭和32年頃から地下水水源に減量の兆しが表れたことから、水源を横手川表流水とする水源
に改める第1期拡張工事に着手し、昭和36年には施設能力1日6,200㎥の上内町浄水場が完成しました。

【第2期拡張期（昭和37年～昭和46年）】
　横手地域では、給水希望戸数の増加に伴って、昭和37年10月に給水区域の拡大を目的とした第2期拡張の事業
認可を得ております。その認可によって面的整備を主体とした配水管布設延長等の工事を実施しております。

【第3期拡張期（昭和47年～昭和56年）】
　工業団地の造成や市勢の発展に伴う給水量の増加に備え、給水区域を横手地域全域に拡大したのが第3期拡
張期です。昭和47年3月に事業認可を得まして、給水人口36,000人、1日最大給水量14,200㎥の第3期拡張工事
に着手し、昭和56年に処理能力1日5,600㎥の浄水施設を上内町浄水場に増設しました。さらに、工業団地及び
未給水地区への面的整備を併せて行っております。

【第4期拡張期（昭和57年～平成7年）】
　横手地域では平成4年に給水人口の増加と一人当たりの使用量の増加を理由とした計画給水人口46,000人、
１日最大給水量27,500㎥／日の変更事業認可を受けました。平成7年には、新たに施設能力13,300㎥／日に対
応した大沢浄水場を横手川沿いに竣工させました。

【第5期拡張期（平成8年～平成17年）】
　横手地域では金沢簡易水道の水源が枯渇傾向にあり、給水を安定化するため上水道に編入し、水源を上水道
に求めることとなりました。また、既存の配水管路は増設管を含め複雑な管網を形成し、管路の損失水頭が大き
く効率が悪いため、配水池からの給水圧力を有効活用できる管網整備を実施しています。

（１）創設期
【吉野地区簡易水道創設期】
　吉野地区は古くから鉱山で栄えていましたが、採掘事業が発展するにつれて地下水や沢水が鉱毒に汚染され
るようになり、生活用水を求めて住民が汚染されていない湧水をバケツを担ぎ坑道内に汲みに行くなど劣悪な
環境にありました。
　このような環境から脱却するには早期に水道事業を立ち上げる必要があると考え、地区住民は関係機関の協
力を得るべく奔走し、昭和32年に吉野地区簡易水道が創設されています。

【湯野沢地区簡易水道創設期】
　湯野沢地区では、古くから井戸や沢水の表流水を生活用水として使用してきました。しかし、水質は飲用に適し
たものでなく、非衛生的な生活水準となっていました。当時そのような生活水準は珍しいことではなかった訳です
が、旧増田町は、旧町全体を近代的な生活へレベルアップさせるべく簡易水道の創設を計画しました。
　その際、湯野沢地区簡易水道はモデル事業の位置付として、旧町初の公営による簡易水道として昭和44年度
に創設されています。

4　水道事業の沿革
4-1　横手地域水道事業の沿革

4-2　増田地域水道事業の沿革

表１　横手地域上水道事業の創設および変更認可

表2　増田地域　吉野地区簡易水道創設認可

表3　増田地域　湯野沢地区簡易水道創設認可

【中央地区簡易水道創設期】
　増田地域の中心市街区域は、地下水に恵まれ日常の生活用水を井戸水に依存していました。現状は不便をきた
す状況ではありませんでしたが、水質基準の改正や流域下水道の整備が予定され、水を多く必要とした生活様式
への変化が予想されました。そのため旧増田町は、中心市街地未給水区域に平成7年度、中央地区簡易水道を創
設しました。

表4　増田地域　中央地区簡易水道創設認可

【平真地区簡易水道（非公営水道）創設期　】
　平真地区簡易水道は、非公営の簡易水道事業として昭和46年に創設されています。

表５　増田地域　平真地区簡易水道創設状況
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（２）拡張期
【吉野地区簡易水道拡張期】
　創設以降、吉野地区簡易水道は生活水準の向上に伴って給水量が増加してきました。一方で水源での取水量は
年々減少し、昭和59年度には時間断水を余儀なくされる状況ともなって、施設の老朽化も進んでいました。
　そのため旧増田町は、昭和61年度に認可変更の申請を行い、水量の少なくなった旧水源（地下水）からの取水
を断念し、新水源を吉野川の表流水に求めています。
　そのことに伴い、浄水施設の改良や隣接する未給水地区（上吉野、菅生）からの給水要望に応える配水管の面
的拡張工事も実施しています。

【湯野沢簡易水道拡張期】
　湯野沢簡易水道の創設以降は、生活水準の向上に伴い給水量が増加してきました。一方、湧水水源がたびたび
濁るようになり、良好な浄水水質が確保できない状態にあったほか、施設の老朽化も進んでいました。
　そのため旧増田町は、平成2年度に認可変更を行い、浄水方法の変更（緩速ろ過の追加）と施設改良および給
水量増大の要望に応える拡張事業を行いました。

【中央地区簡易水道拡張期（旧増田町上水道への変更認可）】
　旧増田町の水道事業は、中央地区、湯野沢地区、吉野地区、平真地区（非公営）の4つの簡易水道からなり、特に
給水人口の割合ではそのほとんどが中央地区簡易水道の給水地区に居住していました。（平成11年度の時点で
普及率は55％程度）
　当時、中央地区簡易水道の給水エリアである中心市街区域は、下水道の普及や普及率が向上し、未給水地域も
拡張が推進され、中央地区簡易水道の水需要は年々増加するようになっていました。
　一方で、中央地区簡易水道の水源（地下水）は、冬期間の地下水位の低下により揚水困難となり、併せて水質も
不安定化してきていました。そのため、将来も中央地区簡易水道単独では安全で安定期的な水道水を供給でき
るとは言い難い状況になってきていました。そこで旧増田町は、将来にわたって安定した水源が必要と考え、建設
計画中の成瀬ダムに参画し、これを水源とした水道整備計画を推進していくこととしました。その際、同様に成瀬
ダムに参画表明している旧十文字町、旧平鹿町と重複する水道施設は統合するようにし、旧3町共同の取水施設・
浄水施設は、旧増田町に建設することとしました。さらに旧増田町は、平成35年度までを目標とした簡易水道4
地区の統合事業を展開するべく変更認可を平成14年に取得しております。

表6　増田地域　吉野地区簡易水道変更認可

表7　増田地域　湯野沢簡易水道変更認可

表8　増田地域　中央地区簡易水道創設認可

4-3　平鹿地域水道事業の沿革
（１）創設期
【醍醐地区簡易水道の創設期】
　当地域（醍醐地区の一部および亀田地区の一部）の飲料水は、地下水をくみ揚げて使用していましたが、渇水期には
水位が低下すること、また生活水準が高くなるにつれて水需要が増加したことから水量が不足している状況でした。
　旧平鹿町では、地域住民より出された公営水道設置の要望を充たすべく、水源調査に着手し、結果、醍醐字沖野地域
に良質な地下水源2 ヶ所を確保することができました。このことによって醍醐地区簡易水道が昭和57年に創設され、
醍醐地区の一部と亀田地区の一部に良質で豊富な飲料水を供給し、生活環境の改善を達成しました。

表９　平鹿地域　醍醐地区簡易水道創設認可

表10　平鹿地域　平鹿東部簡易水道創設認可

【平鹿東部簡易水道の創設期】
　当該集落（平鹿地域吉田地区および樋ノ口地区）の飲料水は、浅層からの地下水をくみ揚げて使用していましたが、
徐々に水量が不足し水質面でも悪化してきていました。そのため旧平鹿町では、地域住民より出された公営水道設置
の要望を充たすべく、水源調査に着手し、結果、現在の平鹿東部浄水場付近に当該集落の水需要を満たす良質で豊富
な地下水を確保することができました。このことによって、平鹿東部簡易水道が昭和61年に創設され、地域住民の公
衆衛生の向上と生活環境の改善に寄与することが可能となりました。

表11　平鹿地域　平鹿西部簡易水道創設認可

【平鹿西部簡易水道の創設期】
　当地域（浅舞地区の一部および樽見内地区の一部）は、部落組合経営の簡易水道、小規模水道が9 ヶ所運営さ
れていました。しかしながら、水源水量の低下と水質悪化が著しく苦慮していた状況があり、未普及地域からも
水道建設に対する強い要望が出されていました。
　そのため、旧平鹿町は水源調査を実施し平鹿西部浄水場付近に当該集落の水需要を満たす豊富な地下水を確
保することができました。平成10年に平鹿西部簡易水道が創設され、未普及地域の解消と部落組合経営の水道
を統合することができました。

（２）拡張期
【醍醐地区簡易水道の拡張期】
　醍醐地区簡易水道が創設された昭和57年以降、下水道の普及や給水区域内の普及率の向上に伴う水需要の
増加、未普及地域の解消により水需要は増加していきました。そのため、旧平鹿町は、平成10年には計画給水人
口7,360人、計画1日最大給水量3,870㎥／日、一人1日最大給水量519Ｌ／人・日の変更認可を受け、上水道事業
に移行しました。
　一方、水源である地下水は、年々地下水位の低下により揚水が困難になってきており、水質面でもマンガン、一
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表12　雄物川地域　二井山簡易水道創設認可

表13　雄物川地域　東部簡易水道創設認可

（１）創設期
【ニ井山簡易水道の創設期】
　二井山地区の飲料水は、夏季の渇水への対応と衛生的な生活を営むことを目的とし、昭和37年度に計画給水
人口500人、一日最大給水量81㎥で事業開始されました。

【東部簡易水道の創設期】
　東部簡易水道に該当する集落である中村、壇ノ尻、下モ谷地、石塚、大塚、又兵衛、上大見内、下大見内、神谷地
の9部落272世帯は、鉄、マンガンの含有量が非常に多い地下水を生活用水としていました。その地下水は、水質
検査の結果からも飲料水に不適当とされており、旧雄物川町は、昭和48年度に町営簡易水道として東部簡易水
道の建設に着手しました。

4-4　雄物川地域水道事業の沿革

表14　雄物川地域　大沢簡易水道創設認可

【大沢簡易水道の創設期】
　大沢地区は出羽山地の麓にあり、国道107号線の両側に連なる集落は、従来から地下水が乏しく、飲料水をは
じめとする生活用水は生活水準が高くになるにつれて飲料水不足が常態化してきました。このため、生活用水や
消火用水の確保、学校や生産活動に必要な水供給を目的に、町営簡易水道として昭和50年度に建設されました。

表15　雄物川地域　中央簡易水道創設認可

【中央簡易水道の創設期】
　当時、中央地区は、小規模な水道施設が30以上も存在しました。その多くは、原水を地下水に依存しており、水
量不足と水質適性を欠く水源が半数以上も占めていました。また、中央地区は、市街地を形成する街の中心部で
もありながら、飲料水、生活用水に不便を来たしている状態で、安全な水質と豊富な供給、地域の公衆衛生の向
上と生活環境の改善が住民より求められていました。そのため、旧雄物川町は小規模水道施設の統合、水量・水
質の改善、中心市街地のへの安定給水を目的に、昭和57年度から3 ヶ年の継続事業に建設着手しました。

表16　雄物川地域　西部簡易水道創設認可

表17　雄物川地域　北部簡易水道の創設認可

【西部簡易水道の創設期】
　西部地区には4 ヶ所の組合水道が存在し、水道水を各世帯に供給していましたが、生活様式の向上に伴い使用
水量が増加する一方で、年々水源の水位水量が低下し深刻な水不足となっていました。加えて、水質も飲料水の
適性を欠くものでした。
　そのような中、給水区域内に特別養護老人ホームの建設計画が持ち上がり、西部地区の安定給水と特別養護
老人ホームの水需要対応を目的に、昭和59年度から2 ヶ年継続事業で西部簡易水道に建設着手しました。

【北部簡易水道の創設期】
　生活水準向上に伴い、水源水量が使用水量に追いつけなくなってきていた北部地区では、かねてより早急な水
道施設の整備が住民より要望されていました。そのことを受けて、町営簡易水道を建設することが決定され、安
定給水と公衆衛生の向上、生活環境の改善が図られました。

【船沼簡易水道】
船沼簡易水道は、昭和34年に雄物川地域で最初の簡易水道として創設されました。

（２）拡張期
　雄物川地域は、創設期の各簡易水道事業を平成17年10月の合併創設認可まで引き継いでおり、拡張期の記載
はありません。

（１）創設期
【大森地区上水道創設期】
　当時、大森地区の飲用水は、地下水に多くを依存していましたが、水質は良くなく、特に夏季は下痢患者が多く
発生しており、衛生上憂慮される状況でした。そのため、昭和27年に地元の保健所に、大森地区にある井戸すべ
ての水質検査を依頼したところ、飲料不適当という結果となりました。また、当時火災が多く発生し、大森地区は
密集地のうえ水利が悪いことから毎年多額の物資を焼失していました。そのような状況から、衛生的な生活が営
めて防火用水にも利用できる水道が必要とされ、昭和36年8月に旧大森町上水道が創設されました。

【前田簡易水道創設期】
　前田地区の飲用水は、井戸水・湧水・沢水を原水として自家水道で飲料水を確保していました。しかし、水質的に
は衛生上好ましくなく状態であり、特に渇水期には畜産等の営農用水のみならず生活用水にも不便をきたしていま
した。そのため、集落全体の深刻な水不足解消を図る目的から、平成3年に前田簡易水道が創設されました。

【坂部簡易水道創設期】
　坂部地区の飲用水は、全戸数ともに沢水を利用していました。しかし、降雨時には濁水となるため、飲用水とし
ては不適であり、日常の使用する水量にも不自由することがしばしばありました。そのため、これらの解消を目指
して、昭和36年に坂部簡易水道が創設されました。

4-5　大森地域水道事業の沿革

般細菌、大腸菌群が検出され、地下水水源は安定して水道水を提供できるとは言い難い状況でした。そこで、旧平
鹿町は、将来安定した水源を確保するため、旧増田町、旧十文字町と共に建設計画中の成瀬ダムに参画して、これ
を水源とした水道施設により安定給水を目指しました。
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表18　大森地域　上水道事業の創設および変更認可

表19　十文字地域　十文字簡易水道の創設認可

表20　十文字地域　三重簡易水道の創設認可

表21　十文字地域　腕越簡易水道の創設認可

表22　十文字地域　中央団地水道の創設認可

（１）創設期
【十文字簡易水道創設期】
　十文字地区は、原水のほとんどを井戸水に頼っていましたが、冬季には地下水位が低下し、取水に困難をきた
すことから、地区住民の強い要望もあり、昭和36年に簡易水道が創設されました。

【三重簡易水道創設期】
　三重地区は、原水のほとんどを井戸水に頼っていましたが、冬季には地下水位が低下し、取水に困難をきたす
ことから、昭和37年に簡易水道が創設されました。

【腕越簡易水道創設期】
　腕越地区は、原水のほとんどを井戸水に頼っていましたが、冬季には地下水位が低下し、取水に困難をきたす
ことから、昭和47年に簡易水道が創設されました。

【中央団地簡易水道創設期】

4-6　十文字地域水道事業の沿革

表23　十文字地域　睦合簡易水道の創設認可

【睦合簡易水道創設期】
　睦合地区では鉄分を含んだ地下水を未処理で供給していたため、衛生上好ましくない状況にありました。地区
住民の要望を受け、営農飲雑用水施設として昭和58年に認可申請を行い創設されました。

（２）拡張期
　下水道の普及や給水区域内の普及率の向上に伴う水需要の増加や未普及地域の解消に伴い水需要は増加してい
ました。一方、主要な水源である地下水は地下水位の低下により揚水が困難となり、水質面ではマンガン、一般雑菌、大
腸菌群が検出され始めており、地下水が将来においても安定した水道原水とは言い難い状況でした。
　そのような中、将来安定した水源を確保するため旧増田町、旧平鹿町とともに建設計画中の成瀬ダムに参画し、こ
れを水源とした水道施設を整備していく計画が持ち上がりました。そのため、平成14年4月のダム放流水を水源とす
る変更認可では、十文字地区、三重地区、腕越地区、中央団地地区、新古内地区を統合し、十文字上水道事業として整
備する計画とし、睦合地区簡易水道事業、植田地区各々の水道事業は個々に単独で維持していくこととしました。

【猿田簡易水道創設期】
　猿田地区は地形上、地下水が得にくい地区でした。そのため、地区住民は沢水を利用していたものの、夏季の渇
水期には沢水が少なくなり衛生上非常に好ましくない状況が続いていました。さらに、山間部の樹木の伐採等に
より、降雨時は沢水が濁り、生活用水及び家畜用水にも不便をきたしていました。そのことを受け、昭和59年2月
に猿田簡易水道が創設されました。

（２）拡張期
　大森地区上水道は、昭和50年7月に給水区域の拡張の変更認可を得て昭和51年に完成しました。その後、平成
4年3月に給水量の増加に伴う水源開発の変更認可を得て、平成7年に未普及地域（武道地区）と水源水量の枯渇
を解消すべく坂ノ下小規模水道の両地区を上水道に加える給水区域の拡張の変更認可申請を行いました。平成
9年7月には猿田簡易水道の水質悪化に伴って給水区域拡張の変更認可を得て、猿田地区の上水道地区への編入
と老人保健施設、市立大森病院の移転拡充に対応した水道施設の増設により、水道水の安定供給を図りました。
　一方、坂部地区簡易水道は、同地区と同様に地下水に恵まれず沢水に頼っていた矢走地区を編入する拡張の変
更認可を昭和60年8月に得ています。
　また、前田地区簡易水道は平成5年9月に中ノ又地区の拡張の変更認可を得ました。その後、坂部簡易水道の水
源は、糞便性大腸菌及び糞便性連鎖球菌が継続的に検出され、水量も不安定化してきました。加えて、坂部配水
池の老朽化も進み、漏水により水の安定供給ができない状態が続いたことから、坂部簡易水道は平成14年3月に
前田簡易水道に統合されています。

表24　十文字地域　簡易水道事業の創設および上水道への変更認可

（１）創設期
　山内地域の飲料水は、殆どが沢水の流水及び一部井戸に頼っており、井戸は水量に乏しく流水は汚染されて
いる状態で、消化器系伝染病の発生が多く不衛生な状況にありました。そのため、水道事業創設の機運が高まり、

4- ７　山内地域水道事業の沿革
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表25　山内地域　山内南地区簡易水道の創設認可

表26　山内地域　大松川地区簡易水道の創設認可

表27　山内地域　小松川地区簡易水道の創設認可

表28　山内地域　三又地区簡易水道の創設認可

【大松川地区簡易水道創設期】
　大松川地区は、ほとんど沢水に頼っている状況にありましたが、春の融水や雨水は汚染され、伝染病の発生を
招く恐れがあることから昭和47年に創設されました。

【山内南地区簡易水道創設期】
　山内南地区は、井戸の水量が乏しく、流水は汚染されて伝染病の発生が多いことから、昭和37年に創設されました。

【小松川地区簡易水道創設期】
　小松川地区は、ほとんど沢水に頼っている状況にありましたが、春の融水や雨水は汚染され、伝染病の発生を
招く恐れがあることから昭和48年に創設されました。

【三又地区簡易水道創設期】
　三又地区は、ほとんど沢水に頼っている状況にありましたが、春の融水や雨水は汚染され、伝染病の発生を招
く恐れがあることから昭和49年に創設されました。

表29　山内地域　外山地区簡易水道の創設認可

【外山地区簡易水道創設期】
　外山地区はほとんど沢水に頼っている状況にありましたが、春の融水や雨水は汚染され、伝染病の発生を招く
恐れがあることから昭和47年に創設されました。

表30　山内地域　黒沢地区簡易水道の創設認可

【黒沢地区簡易水道創設期】
　黒沢地区は、ほとんど沢水に頼っている状況にありましたが、春の融水や雨水は汚染され、伝染病の発生を招
く恐れがあることから昭和51年に創設されました。

表31　山内地域　上平野沢地区簡易水道の創設認可

【上平野沢地区簡易水道創設期】
　上平野沢地区は、ほとんど沢水に頼っている状況にありましたが、春の融水や雨水は汚染され、伝染病の発生
を招く恐れがあることから昭和52年に創設されました。

（２）拡張期
　山内南地区では生活の向上等による使用水量の増加と同時に施設の老朽化による漏水や断水の事故が多発
し、必要水量が確保できなくなったため、昭和52年に取水地点を変更する認可を取得しました。また、昭和54年
より昭和57年まで平野沢、板井沢、長瀞、北相野々での各地区の配水支管の布設替工事を単独で実施し、昭和57
年12月には施設の整備（拡張、改良）計画を立て、昭和58年6月に一日の最大給水量を1,029㎥ / 日とする変更認
可を取得しました。それによって同年7月から昭和61年3月まで南地区全施設の布設替及び計装システムの整備、
さらに大松川ダム建設に伴い、外山地区の代替地となった軽井沢地区へ送水するための拡張工事（S60年認可
取得）など3 ヶ年継続で6億円余の巨費を投じました。（外山地区簡易水道は大松川ダム建設による集団移転に
ともない昭和61年12月には廃止となりました。）
　平成16年4月には小松川地区の水源の水量が乏しく濁ることが多くなったことから、大松川地区から水を送
水し利用するため、新たに北地区簡易水道として統合の変更認可を受けました。
　以上のようなことから、市町村合併時点で、山内南地区簡易水道、山内北地区簡易水道、三又簡易水道、黒沢簡
易水道、上平野沢簡易水道の5つの施設になっています。なお、5つの施設とも水源はすべて良質な湧水に求め、
浄水方式も塩素消毒のみとなっております。

南地区簡易水道が昭和36年10月に事業認可され、翌昭和37年4月に給水を開始したのが始まりです。その後、昭
和47年11月には大松川地区（現北地区簡易水道）、昭和48年4月には小松川地区（現北地区簡易水道）、昭和49
年4月には三又地区、同11月には外山地区（現在廃止）、昭和51年4月には黒沢地区、昭和52年4月には上平野沢
地区まで、15年間で7地区の簡易水道の整備を終え、普及率約100％（配水区域）に達しました。

表32　山内地域　南地区簡易水道事業の創設および変更認可

（１）創設期
　大雄地域の阿気地区と田根森地区は、かつては飲料水のほとんどを井戸水に頼っていました。しかし、大雄地域

4-8　大雄地域水道事業の沿革
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表33　大雄地域　阿気地区簡易水道の創設認可

表34　大雄地域　田根森地区簡易水道の創設認可

（２）拡張期
　阿気・田根森両地区簡易水道の水源は、いずれも雄物川右岸約20ｍ地点の大雄村字山王、同字西中島の地下
水を水源としていました。しかし、昭和40年頃から、給水区域内の普及率の向上や人口増に伴う水需要の増加に
よって地下水の取水量が追い付かなくなり、朝夕 ( 給水ピーク時 ) の断水や時間給水の実施を強いられるように
なってきました。この水量不足に対処するため、旧大雄村は水源池周辺で数ヵ所のボーリング調査を実施し、水
源水量の確保に努力いたしました。しかし、その結果いずれも水質不良あるいは揚水水量が少なく、水道用水と
しては不適当でした。
　水源確保の努力は続けていましたが、昭和48年頃から渇水期における水不足は一層深刻化してきました。慢
性的な水不足で生活環境の悪化に対する住民の不満がつのり「細い水、大雄村簡易水道」と新聞投書される事
態にまでになってしまいました。このような事態を受けて旧大雄村は、この窮地の解消には雄物川本川に水源を
求めて供給措置を講ずるより他に方法が無いものと判断を下しました。旧大雄村は、大雄村牛中島に設置されて
いる共同施工地区の潅漑用水から雄物川築堤と油川幹線排水路改修の面積減による用水量を雄物川での水利
権とするべく国と協議を始める一方で、阿気地区簡易水道と田根森地区簡易水道を統合し、全村を給水区域とす
る上水道事業を計画しました。旧大雄村上水道事業は、昭和62年を完成目標に昭和54年8月７日に経営が認可
され、昭和54年9月7日には、国より水利使用に関する河川法第23条、24条、26条の水利使用許可を得ています。

表35　大雄地域　簡易水道の変更認可と上水道の創設

　大雄上水道が完成以降、順調に施設は運営されていましたが、平成12年4月、降雨と気温上昇により多量の高
濁度の雪解け水が皆瀬ダムに流入しました。皆瀬ダムは、急遽、躯体保護のため貯留水を放流した訳ですが、そ
の影響から水源地集水管上部の河床が洗掘され、洗掘された河床部に高濁度の濁質分が滞留される事態となっ
てしまいました。河川伏流水である水源地は、洗掘により自浄能力が低下してしまい、雄物川の水質変化 ( 水質
悪化 ) があると原水の濁度が上昇し、さらにクリプトスポリジウム等に汚染される可能性も高い状況でした。そ
のため、旧大雄村は水源地改修及び浄水処理の新設を検討しましたが、工事期間中の代替水源の確保の問題も
あったことと市町村合併協議の進展もあり、隣接市（旧横手市）との施設統合を軸に検討を始めました。

5　市民アンケート

調査概要
　アンケート調査は、毎年5月に調定したものの中から地域ごとに無作為に抽出した一般家庭にお願いをしてい
ます。サンプル数は、全体に対する8地域の給水件数割合により各地域の抽出件数を算出し、1,000世帯（3.3％）
を抽出しています。調査方法は、郵送による発送・回収で、調査期間は毎年7月中旬から8月上旬に掛けて実施し
ております。回収状況は、配布数1,000件に対して520件から540件程度の状況で、回収率は52 ～53％で推移し
ています。
　本ビジョンでは、水道事業の今後の方向性にとって重要な問いを6点に絞り、過去3年間のアンケート結果の推
移を掲載します。

5-1　市民アンケート

Ｑ１　【水道水満足度】　
　　　水道水にはどの程度、満足していますか？１つずつ選んでください。

の井戸水は、鉄分が非常に高いため眼病や消化器系統疾患患者が多く発生しており、水量も乏しい状況となってい
ました。旧大雄村は、このような非文化的生活を一日も早く解消するため、簡易水道の整備を計画し、阿気地区は昭
和34年8月14日付け、田根森地区は昭和35年9月3日付けで簡易水道事業が経営認可されています。その後、昭和
36年7月31日には、阿気地区簡易水道事業を三村区域に拡張させる変更認可を取得しています。
　工事は昭和34年度に着手し、事業としては阿気地区 (4,070人 )、田根森地区 (4,900人 ) の簡易水道事業が昭
和36年度に完成しています。その際消火栓26基も整備されたため、消火用水も確保出来ました。両地区の簡易
水道によって、衛生と防火の両面から環境が充実し、水道が広く住民生活の中に溶け込んでいきました。
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Ｑ２　【直接飲用度】　
　　　いつも飲む水はどのようにされていますか？

Ｑ３　【水道料金水準への意見】
　　　現在の水道料金についてどのようにお考えですか？ 

Ｑ４　もっと知りたい情報　
　　　水道事業について、もっと知りたいと思うことを次の項目の中から選んでください。

Ｑ５　【水道事業への期待】
　　　今後さらに水道事業に期待することを次の中から選んでください。

Ｑ６　【水道事業の全体評価】
　　　水道事業全体について、どの程度満足していますか？




